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読者の皆様、

インド太平洋防衛フォーラム弾
圧政治への対抗に関するエデ
ィションへようこそ。

弾圧政治には様々な形があります。中
華人民共和国（中国）は、自国の利益を追
求する目的で日常的に弾圧政治を行って
きました。弾圧は南シナ海に	
おいて人工的な施設の建設と軍事化	
という形で行われています。最近では、
中国は他の東南アジア諸国との間で進行
中の領土・海洋紛争を加速させていま
す。フィリピンは	2019	年	6	月、南シナ	
海の領有権問題をめぐり、中国の漁船がフ

ィリピン漁船に衝突し、沈没させられた
と主張しました。その数週間前に、衛星画像が中国の船団がアサリを集め、この	
地域の海洋生態系を破壊しているのを捉えました。同様に、2019	年	7月初旬には、	
中国の地質調査船とその護衛艦が、ベトナムのバンガード堆近くの排他的経	
済水域に許可なく侵入しました。また、中国政府に安定を脅かす行動をやめるよう
にベトナムが要求したにもかかわらず、中国は中央海岸に沿って北へ調査活動を拡
大しました。これらの行いは看過できません。同盟国およびパートナー国家は、積
極的に協力しこうした高圧的な活動に歯止めをかけなければなりません。
本号の	FORUM	では、インド太平洋を越えて弾圧的な活動を拡大する組織につい

て検討します。米国空軍ジョセフ・ムサチア（Joseph A. Mussachia）大佐は、中国
が北極地域での軍事的存在感を確立するために、高圧的な経済力で野心的に戦略的
関係を構築してきた経緯を詳細に語ってくれます。北極圏外の国であるにも関わら
ず、中国は資源と輸送路の管理を目的として北極評議会の加盟国となろうとしてい
ます。また、ロシアも北極圏での軍事的存在感を拡大している。

FORUM	ではまた、違法・未報告・非規制漁業（IUU	漁業）など、主権を脅かす
恐れのある様々なタイプの弾圧に対抗する戦略も検討しています。コネチカット大
学のロバート・S・ポメロイ（Robert S. Pomeroy）博士が率いる研究者のチームに
は、米国国際開発庁海洋水産パートナーシップ（USAID Oceans）が、東南アジア
全土で	IUU	漁業や魚介類詐欺とどのように闘っているかについて共有していただ
きます。USAID Oceans	は、国や地方政府、漁業業界、民間	
セクターの関係者、地域機関、漁業関係者と協力しテクノロジーを使って、海洋
分野に関する認識を高め、優先事項である防衛と安全保障可能にしています。
また本号では、米国沿岸警備隊のウォーレン・N・ライト少佐が、二国間の海

上法執行乗船協定が如何にして、IUU	漁業、人身売買、麻薬密輸に関する自国の
法律や規制の執行を支援し、受入国の主権を支えているかについて話してくれま
す。米国沿岸警備隊は、定期的に東太平洋及び西アフリカ諸国との間で16	件の二
国間の乗船協定を締結し、インド太平洋の自由で開放的な発展を促進してます。
本書が地域の対話を活性化し、弾圧政治への対抗に寄与することを	

願っております。ご意見をお待ちしております。FORUM	スタッフ	
	（ipdf@ipdefenseforum.com）宛に皆様のご意見やご感想をお寄せください。

インド太平洋の行方IPDF

フィリップ・S・デービッドソン（P. S. DAVIDSON）
米国海軍、大将
米インド太平洋軍司令官

よろしくお願いいたします。

インド太平洋防衛フォーラムは、イン
ド太平洋地域の軍関係者に国際的な 
公共討論の場を提供する目的で、米イン
ド太平洋軍司令官が四半期ごとに発行
している軍事専門誌です。本誌に記載
されている意見は、当軍または米国政
府の他の機関の方針や見解を表明する
ものではありません。特に記載のない 
限り、記事はすべて FORUM スタッフ 
が著述しています。国防総省長官は本
誌の出版が、規約条項にしたがった 
国防総省の必要に応じた公共事業を行
うために必要不可欠であると 
判断しました。 
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議論に参加
ご意見をお聞かせください！

インド太平洋防衛フォーラムは、インド太
平洋地域の軍隊と安保問題に関連する人々
を対象に提供しています。四半期発行の 
本誌は、米インド太平洋軍司令部の産物であ 
り、反テロから国際協力や自然災害まで、
地域全体の安全保障に対する取り組みに影
響を及ぼすトピックに関し、詳細なコンテ
ンツを高品質で提供しています。 

FORUM は思慮深い議論を活発にし、 
健全な意見交換を促進することを目的と 
しています。記事や写真、議論のトピ
ック、またはその他のコメントをオン
ラインで当誌までお寄せください。 
または、以下までご連絡ください。
プログラムマネージャー
インド太平洋防衛フォーラム
本社：USINDOPACOM Box 64013
Camp H.M. Smith, HI  
96861-4013 USA

インド太平洋防衛フォーラムは広範
にわたるトピックを掲載し、毎日新
しい記事が更新されています。以下
のアドレスでご覧ください。
www.ipdefenseforum.com
ウェブサイトでは次が可能です：
n	 	オンライン限定コンテンツへのア
クセス

n	 バックナンバーの閲覧
n	 フィードバックの送信
n	 定期購読のリクエスト
n	 記事の提出方法の詳細説明

数多くの命に影響を与える問題を探究

ジョゼフ・A・ムサッチア・ジュニア（JOSEPH 
A. MUSACCHIA JR）大佐は、米国インド太
平洋司令部（USINDOPACOM）のテロ
対策・重要インフラ部門、または、J34 部
門の長官です。J34 は、USINDOPACOM
の戦域全体にわたって強力なテロ対策及び
重要なインフラ保護プログラムを実施する
ための政策及び手続を確立します。これに
よって、あらゆる軍事作戦に従事する人員

及び資源に対するリスクが、防衛部門の働きによって軽減
されることを可能にします。USINDOPACOM に就任する
前、ムサッチア大佐は米国空軍大学の学生でした。	
26 ページに掲載

ロバート・S・ポメロイ（ROBERT S. 
POMEROY）博士（写真）コネチカット州
グロトンのコネチカット大学農業資源	
経済学科教授。ジョン・E・パークス（JOHN 
E. PARKS）タイ、バンコクの米国国際
開発庁（USAID）海洋水産パートナー
シップの長官。ジーナ・グリーン（GINA 
GREEN）バージニア州アーリントンにある
テトラ工科大学の上級参与。これら	3 名

の方からインド太平洋地域、特に東南アジアでの違法漁業
を撲滅するために、どのようにテクノロジーソリューショ
ンを使って海洋分野の意識を高めているかについて記事を
寄せていただいています。32 ページに掲載

寄稿者IPDF

IPD FORUMFORUM

ウォーレン・N・ライト（WARREN N. 
WRIGHT）少佐は、第 14 区海上保安庁
の外務部長です。飛行時間が 1800 時間
を超える MH-65D の航空機司令官で、
アラスカで資格を得ています。コディ
アックに駐在し、ベーリング海で海洋
資源保護を支援する作戦を何度も展開
しました。彼はまた、バーバースポイ
ント（ハワイ）で施設エンジニアリング

の責任者を務めました。さらに、アラスカ州出身のリサ	
	・ムルコウスキ（Lisa Murkowski）上院議員のもとでは、
軍人としても仕えました。40 ページに掲載

ナムラタ・ゴスワミ（NAMRATA 
GOSWAMI）博士は、暴動鎮圧、テロ
対策、代替未来、巨大権力政治に関す
る、独立した戦略アナリストおよび	
コンサルタントです。国際関係で博士号
を取得した後、10 年近くインド国防省
のシンクタンク、ニューデリーの防衛
分析研究所に勤め、インド北東部での
民族紛争や中国・インド国境紛争に関

する業務に従事しました。彼女は書籍を執筆しており、	
	「India’s National Security and Counter-Insurgency および
Asia 2030」、「The Unfolding Futuer」などの著書が	
あります。54 ページに掲載

Facebook や
Twitter でフォローしてください。
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地域全体の展望IPDF

ベトナムの国家メディアによると、ベトナム国家
主席で共産党書記長のグエン・フー・トロン氏が
2019 年 10 月、中国船とベトナム船の間の緊張し

た1ヵ月間の対峙の中、係争中の南シナ海で自制を求めた。
中華人民共和国（中国）はエネルギー資源が豊富な海域

のほぼ全てを自国の領域と主張するが、隣国のブルネイ、
マレーシア、フィリピン、台湾、ベトナムも同様の主張を
している。
中国がエネルギー調査を目的として、2019 年7月に 

ベトナムの海域へ調査船を派遣したことで緊張が高まった。
国営のベトナムの声（VOV: Voice of Vietnam）は、2019

年10月にホームページにて、「書記長が、東海の問題を 
含む外交政策に関し、平和で安定した環境を維持し、 
ベトナムの独立、主権、領土の保全を守るために断固として 
闘うことの重要性を強調した」と掲載した。南シナ海は、
ベトナムの東海として知られている。
ベトナムは中国と良好な関係を持っているが、その主権

と領土の完全性について「妥協」することはない、と VOV

はトロン書記長の言葉を引用した。（写真：ハノイに停泊す
る、南シナ海をパトロールするためのベトナム沿岸警備隊
の巡視船）

船舶の動きを追跡するウェブサイト「Marine Traffic」の
データによると、中国の船舶「海洋地質八号」は少なくと
も中国船の護衛艦3隻とともに、2019 年 10 月下旬まで 
ベトナムの排他的経済水域で調査を続けていた。
ベトナム外交部は、同船舶と護衛艦が自国の主権を

侵害していると繰り返し非難し、中国に領海から船を退
去させるよう要求したが、3 ヵ月以上も退去させなかっ
た。2019 年 8 月、警察はハノイの中国大使館前で、調査船
をめぐる短い抗議活動を解散させた。最終的に調査船は 10

月 24 日、Marine Traffic によるとベトナムの排他的経済水 
域（EEZ）を出て中国に向かった。
トロン書記長は、政治局員 1 人を含む数人の閣僚や政治

家が横領や経済運営の失敗などの容疑で刑務所に送られた
ことを受けて、東南アジアの国で汚職の広範な取り締まり
を行っている。ロイター

ベトナム大統領が	
自制を促す

中国との海洋での緊張が続く中

2019 年、台湾の蔡英文総統は、中華人民共和国（中国）
が台湾の自治区であり民主主義の島へ潜入し影響力の拡大	
に力を注いでいると述べ、国家安全保障当局に対抗措	
置を要請した。
蔡総統は国家安全保障会議の後、記者団に対して中国

の影響力には、選挙を妨害する試みや偽の報道キャンペー
ンなどが含まれると述べた。台湾は 2020 年 1 月に大統領	
選挙を開催する。具体的な事件の詳細は明らかにしなか	
ったが、台湾の国家安全保障局が中国の動きに対処する	
方法を探し出すと述べた。蔡総統はまた、台湾は軍装備の	
改良や、最近開始された潜水艦の製造計画など、防衛力の	
強化を表明し、台湾海峡での軍事的な挑発に歯止めをかける
と述べた。総統は「中国共産党は台湾海峡で挑発行為を続
け、台湾海峡の現状を破壊している」と語った。
彼女の発言は、2019 年 4 月に中国軍が軍艦、爆撃機、

偵察機を使って島周辺で大規模な演習を行った際に、両国
の緊張が高まったことを受けたものである。台湾は訓練
を監視するためにジェット機を緊急発進させた。当時	
の米政府高官は、この演習を「政治的圧力」であり地域
の安定を脅かすものだと説明していた。
中国政府は、蔡氏が台湾の正式な独立を推進している

と見ており、政治的・軍事的圧力を着実に強めている。正式
な独立の動きは、台湾を神聖な領土と考える中国にとっ	
てはレッドラインである。蔡氏（写真）は中国との現状維
持を望むが、台湾の安全と民主主義を守ると述べた。
米国の議員は、中国の強権的な活動に懸念を表明して

いる。2019 年 5 月、米国下院は、中国との関係に対して	
より鋭いアプローチが求められる中、米国議会のメンバーと
して台湾を支援する法案を全会一致で支持した。ロイター

台湾
対抗する 

中国の影響に

AP 通
信
社
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テロの「抜け穴」
を塞ぐ

国際

中国に先んじる	
ための

国防支出
西側の

2019 年の報告書による
と、2018 年に米国は中国とロ
シアの先端軍事技術への進出に

先んじるために西側諸国の国防支出
を増加させるよう先導した。
米国国際安全保障問題研究所に 

よると、ドナルド・トランプ（Donald 
Trump）米国大統領は欧州諸国に 
対し、一段の財政支出を求める 
可能性が高い。同報告書は、欧州各国
は、彼の最新の需要を満たすた
め、1020 億米ドルを追加で調達する
必要があると付け加えた。
ミュンヘン安保会議で発表さ

れた「軍事バランス」報告による
と、2018 年の世界の武器・防衛費
は 1.8% 増の 1 兆 6700 億米ドルを上回
り、この増額分の半分近くを米国自
身が担当した。
同報告書によると、西側諸国は、

ロシアが 2014 年にウクライナから奪
ったクリミア半島で、空軍基地や防
空システムを改良したことに懸念を
抱いている。S-400 の防空システムの
配備により、ロシアは2018 年にウク

ライナの船 3 隻を拿捕した黒海での射
程を拡大した。
また、「中国はより高度な軍事シス

テムを導入し、自国から離れた場所
で活動する能力を向上させる戦略に
取り組んでいるため、おそらくより
大きな課題となる」と付け加えた。

2035 年までに人民解放軍を近代化
するという中国の野望は、「持続的に
上昇傾向にある国防費」によって支
えられている。
同報告によると、巡洋艦を進水させ、 

初の国産空母の試験航行を開始 
したことで、「中国海軍の能力は 
新たな段階に入っている」とのこと。
中国はまた、空軍力を向上させ、

高速巡航ミサイルや人工知能などの
新技術にも力を入れている。
西側諸国は依然として敵対国より 

優位にあるが、その差は狭まって 
いる。変化のペースが速ければ、 
将来的には、優位性が存在するとして
も、相手が追いつくまでのわずかな
期間しか維持されないかもしれな
い」ロイター

インドのナレンドラ・モディ（Narendra Modi）
首相は、この地域と世界中のテロの脅威に取り
組むための世界会議を呼びかけた。
再選後初めての外国訪問先であるマレ島の 

議会で「テロは国家だけの脅威ではなく、 
文明全体に対する脅威だ」と演説した。
「国際社会は、気候変動の脅威に関する国際 

会議や多くの会議を積極的に行っている。しかし 
テロリズムは問題ではないのか？」とモディ 
首相は述べている。
同首相は、「テロリストやその支持者が悪用

する抜け穴を埋めるための、有意義で結果志向
の議論が可能な」国際的な会議を呼び掛けた。
インドは、いわゆる「近隣第一」の外交政策を、 

南アジアの同盟国を中心に進めている。モディ首相の 
モルディブ訪問は、近年インド洋に戦略的な進出を続け
ている中国の台頭に対抗する意図を示すものと見なされ
ている。
「近隣諸国では、モルディブが優先事項である」と 

モディ首相は演説した。（写真：インドのニューデリーで行
われた宣誓式を前に、ラジ・ガットのマハトマ・ 

ガンジー記念碑でバラの花びらを散らすインドの 
ナレンドラ・モディ首相）
モディ首相は 2019 年 6 月の来日時に、フェリー・ 

サービス、港湾ターミナル、新しい国立クリケット競技場
などを含む多くの協定に調印した。
彼は次に、治安が議題の中心だったスリランカの首都 

コロンボに立ち寄った。イースターの日曜日の連続爆 
弾テロでは、スリランカ全土で 250 人以上が犠牲にな
った。ロイター

インド

7IPD FORUMFORUM
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テロリスト最新情報IPDF

殺害

テロリスト 
グループの
リーダーの 
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フィリピン政府は	2019	年	4	月に、その前の月に行
った軍隊による攻撃でイラク・シリアの過激派
イスラム国（ISIS）と同盟関係にある集団の	
リーダーを含む4名を殺害したことを認めた。

フィリピンのデルフィン・ロレンザナ（Delfin 
Lorenzana）国防相は、DNA	テストの結果アブ・	
ダル（Abu Dar）の死亡が確認されたことを認めた。	
	「アブ・ダールの遺体であると確認した」と述べた。
治安部隊はアブ・ダールがフィリピン南部で外国人

を含むイスラム国と同盟関係にあるドーラ・イスラミ
アの戦闘員を統率していたと考える。この反政府勢力
の	4	名が	3	月、ラナオ・デル・スル州での戦闘で殺害さ
れた。
陸軍第	1	歩兵師団司令官のロベルト・アンカン

（Roberto Ancan）少将も、ダールの死を確認した。	

「これは、政府と大切な土地からテロリストを排除し
ようと動いたラナオ・デル・スル州の人々にとって重
要な成果である」と少将は見ている。 

2017	年にマラウィ市南部が5ヵ月にわたってドーラ・
イスラミアによって占拠された。その後軍隊による空爆	
や地上戦によって、イスラム国東南アジア首長のイスニロン
・ハピロン（Isnilon Hapilon）を含む数人のリーダーが
殺害された。地元メディアによると、押収されたビデオ
にてハピロンの隣に座るアブ・ダールは、政府軍による
マラウィ奪還の前に脱出したとのこと。 
	「今や、アブ・ダールのグループにはリーダがおら

ず、ダールに取って代わる人物を監視している」と	
ロレンザナ国防相は述べた。	
ロイター

フィリピンで行われたDNAテ
ストによってイスラム国支
持派の過激派と特定

2017 年 5 月に過激派によって占拠され、廃墟と化したフィリピン南部のマラウィ市。AP 通信社

グループの
リーダーの 



10 IPD FORUMFORUM

コントロール	
フリーク

中国は、社会信用システムを使って中国国内外の人々の	
行動を統制しようとしている

FORUM スタッフ
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中華人民共和国（中国）で
は、飼犬の首輪をしなか
ったり、駐車違反の罰
金の支払わないといった
ことがその後の人生に暗
い影を落とすことにな

る。AP 通信（AP）の報告によると、	
2018年だけでも 2300 万人もの中国国民が	
	「社会信用」が低いという理由で、航空券や	
鉄道のチケット購入を政府によって阻止さ
れた。
中国共産党（CCP）は、社会信用評価

システムが社会における秩序を改善すると	
主張している。2014 年以来、中国政府は	
デジタル追跡によって全国民を監視し評価す	
る運動を推し進めてきている。税金の未納
から、ペットの放し飼い、法律違反、政府
に批判的なコメントをソーシャルメディア
に投稿することまでありとあらゆることに
ついてである。
しかし中国共産党は、評価アルゴリズ

ムについてはほとんど何も開示していな
い。社会信用が高い者には、海外旅行の自
由、豪華な宿泊施設、ローンの低金利、さ
らにはより良い仕事などの報酬があるとし
ている。しかし評価の低い国民には、管理
職に就くこと、列車や飛行機での旅行、	
良いホテルでの滞在が禁止されるといった
罰則がある。
中国共産党によると、2020 年までには

この社会信用評価システムを中国全土で	
展開するとのことだが、現状は約 6 ヵ所の
地方自治体とテクノロジー企業によって立
ち上げられたパイロットプロジェクトを	
寄せ集めただけになっている。タイム誌	
の報道によると、その1つがジャック・	
マー（Jack Ma）氏率いるオンラインショッ	
ピング帝国アリババが運営する芝麻信用	
	（Sesame Credit）だという。同社はさまざ
まな財務的・社会的行動を検討して社会信
用スコアを判定している。
中国は芝麻信用の親会社であるアント	

・ファイナンシャルや、ソーシャル・	
ネットワーク大手のテンセント社と提携	
するチャイナ・ラピッド・ファイナンス	
	（China Rapid Finance）など 8 社に対して、
信用評価システムのテスト運用を依頼	
した。党の指導によって「信用できる者は
天国の如何なる場所へも行くことができ、
信用なき者には一歩踏み出すことさえ困難
となる」全国的なシステムが求められる。
これら企業は、大量の個人データに	

アクセスすることができる。たとえば、芝麻
信用は世界中で 10 億人以上のユーザーが
いるアリババのモバイル決済アプリ Alipay

を活用することができる。一方、テンセン
ト社が開発したメッセージング・アプリの
WeChat には 8 億 5 千万人のアクティブユ
ーザーがいる。
すでに数百万もの国民がテスト運用さ

れるシステムによって恩恵をうけたり罰則
を受けたりしているが、政府は未だこの	
システムについてどのように全国展開するか
について明らかにしていない。現在使用さ
れているシステムについては、国民ひいて
は国外の提携企業までもが独裁政権の	
	「オーウェル式」統制管理下に置かれると
国際社会が懸念している。オーウェル	
式統制とは、小説家ジョージ・オーウェル	
	（George Orwell）が小説「1984 年」で描い
たデストピアのこと。マイク・ペンス米国
副大統領は、2018 年 10 月に中国のシステ
ムについて「オーウェル式システムは人の
生活をほぼ全面的に管理することを前提と
している」と批判した。 

小さな犯罪、大きな罰則
駐車違反の罰金未払いや、ローンの支払を
怠るなどの小さな過ちでも、それに対する
罰則は深刻で長期に及ぶ。中国の国家公
的信用情報センターによると、2018 年には	
社会信用スコアの低さが原因で航空券の	
購入が 1750 万回ブロックされたとのこと。	
また、同じ理由でさらに鉄道のチケット	
購入が 550 万回拒否された。このうち 128 人	
は同報告によると税金を仕払なわなかった
という理由で中国からの出国を禁止されて
いた。
日常生活の多くの場面においてこの社

会信用システムが影響する。たとえば、	
山東省済南市では、飼犬の世話が適切でなけ
れば、政府によって飼犬が没収されること
がある。市の社会信用システムでは、犬の
飼い主は全て警察に届け出なければなら
ない。英国の新聞デイリー・テレグラフ
（The Daily Telegraph）紙によると、犬の飼
い主はライセンスを取得すると 12 点が付
与されこのスコアは飼犬の首輪に QR コー
ドとして埋め込まれる。
放し飼いで散歩させたり、排泄物を処理	

しないとこのスコアが政府によって減点	
される。犬は交通機関やホテルなどの公共
施設から禁止されており、市内の公共の	
噴水で遊ぶことも禁止されている。飼い主が
12 点すべてを失った場合、飼犬は政府に	
よって没収され、飼い主は責任あるペットオ
ーナーに関する試験に合格しなければなら
ない。国営メディアによれば、飼犬を没収
された人はそのほとんどが最終的には試験
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に合格し、飼犬を取り戻したと報告さ
れている。
一方スコアの高い者には、光熱費の

割引、銀行のより良い利子、保証金を
支払わずに物を借りることができるな
どの恩恵がある。BBC News の報告に
よると、中国最大の出会い系サイトで
ある Baihe は、優れた社会信用スコア
を持つ市民のプロフィールを後押し	
している。Baihe の副社長ヂュアン・イー
ロン（Zhuan Yirong）氏は「人の見た
目は重要ですが、生活力はより重要で
す。快適な生活が、お相手の幸運によ
って保証されます」と述べている。 
信頼できると見なされた人には、

より充実したデートライフが待ってい
る一方、逆に信頼できないとされた人
は、公に悪評ラベルを貼られるという
辱めに苛まれることになる。「懲役刑
には少なくとも刑期があるから時を
やり過ごせばいいが、これはもっと酷
い」と、47 歳の元出版者デイビッド・

コン（David Kong）氏は南華早報紙
に話す。アリババが所有する新聞で、
コン氏は人生について酷い「注意人物
（Deadbeat）」と指定されるようなもの
と表現している。
というのも中国政府による「信頼で

きない個人」のリストは公開されてお
り、地方自治体がそれを公にする革新
的な方法を探っているからである。国
営新華社通信によると、ある地方では
着信音にこれから通話する相手が「注
意人物」と指定されているという警告
が加えられるとのこと。
	「こんにちは、普安県人民法院で

は、おかけになった相手は信頼できな
い個人としてリストされています。	
この相手との交流には注意してくださ
い！」というメッセージが流れる。 
また中国の裁判システムとして、	

河北省高級人民法院は、2019 年1月に	
裁判用に、「注意人物マップ」というアプリ
を中国のソーシャルメディアプラッ	

北京で開催された
Security China 2018
の展示会で、交通監
視ソフトウェアのデ
モを行う男性。2020
年までに中国全土で	4
億	5,000 万台もの監視
カメラが設置される可
能性がある。ロイター
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トフォーム WeChat のアドオンとして
展開している。このアプリは半径 500
メートル以内のユーザーが借金の支払
いができない人かどうかを確認でき
るが、プライバシーを懸念する評論家
もいる。 
政府の官僚といえどもこの精査か

ら免れることはできない。2019 年 3
月、南東部の泉州市は公務員の個人行
動を評価し始めた。ブルームバーグに
よると、商業の中心地である温州市で
は、すでに公務員の昇進と報奨のため
に彼らの行動を採点し始めており、	
沿岸都市の舟山も政府職員の社会信用に
関するファイルを管理している。

主権問題
この政府による統制の取り組みはすで
に中国国外でも波紋をよんでいる。	
オーストラリア戦略政策研究所国際	
サイバーポリシーセンターの非常駐研究
員で、ベルリンの中国研究メルカト	

ル研究所の学術研究員であるサマンサ・
ホフマン（Samantha Hoffman）博士は、
中国が自国民の行動に対して監視、	
指導、評価する目的でビッグデータを
使用することによって、中国と関わる
他国にも影響が出ると述べている。
	「社会信用規定によって、すでに企

業は中国共産党（CCP）の政治的要
求に対応すべく使用言語を変更するこ
とが強いられている」と 2018 年の報
告書に書かれている。同報告書には、
「国際ビジネスや海外の中国人	
コミュニティに影響を与え、他国の	
主権に直接干渉する可能性がある。	
社会信用の仕組みは、国際社会に影響
する、技術で強化された権威主義	
による支配である」と述べられている。
博士は、2018 年 4 月に中国民用航空局
が、台湾、香港、マカオをホームペー
ジ載せたことで中国の法律を違反して
いるとして国際航空会社を提訴した例
を紹介した。

監視ソフトウェアを使っ
て人民や車両の詳細を
識別する中国共産党員
ロイター
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2018 年 4 月 25 日、中国民用航空局は、
台湾、香港、マカオをホームページに掲載
したことを「重大な不正」とし、ユナイテッド
航空、カンタス航空など、他数十社の	
航空会社を告訴した。これらの地域を中国
の領土としない場合、「航空会社の信用問題
に発展し、サイバーセキュリティ法など、
他の法律の下で罰則が科せられる」という
中国当局の主張について、博士は言及して
いる。
このように、社会信用の実験は「中国共

産党バージョンの真実を認めて受け入れる
ことを国際社会に強要し、台湾に対する	
異なる見方を封じ込めるものである」と書
かれている。
中国共産党はこれら地域を中国の一部と

見なしており、航空会社が違反したとされ
る規則は、社会信用システムを「確立する
ための 2 つの主要な政策実施する」ために
書かれたものである、とホフマン博士は述
べている。多くの航空会社は、中国の要求
に合わせてホームページの渡航先に関する
記載を変更した。
また、ホフマン博士は以下のようにも

述べている「企業が中国共産党の主張を受
け入れ続けることで、最終的には自動的な
決定となり、他国の主権に干渉する規範に
なる」
中国は、台湾を国家として掲載すること

は、「国家の尊厳または利益」を保護する
法律に違反すると主張している。例えば、	
日本の小売業者である無印良品の上海支店
が、台湾を国として記載する梱包材を展開
したとして、上海市工商行政管理局によって
20 万元（41,381 米ドル）の罰金が科せら	
れた。
この事件とちょうど同じ時期に、中国国

内での操業許可を有する企業全社に 18 桁の

社会信用コードの保有が義務付けられる規
制が 2018 年の 1 月 1 日に施工された。

監視国家
このようなデータの監視は、行動の統制に
取り組む中国の一側面にすぎない。別の取
り組みは大規模なカメラ網で国民の行動を
監視するというものだ。
「どこにでもあり、完全に接続され、	

常時稼働し、完全に制御可能な」ビデオ監視
ネットワークの構築が 2015 年の中華人民共
和国公安部によって求められた。ロンドン
に拠点を持つ情報プロバイダの IHS Markit
社の推測によると中国は 2020 年までに	
中国各地に 4 億 5000 万台のカメラを設置	
する予定だ。
中国メディアの報告によると、2018 年

8 月には北京で警察によって 4 万 6 千台の
カメラが設置されているとのこと。これ
は、北京市を隅々までカバーできる数であ
る。4300 人以上もの警官が監視を担当して
いる。
このように偏在する監視の目は人権へ	

の影響が伴う。2019 年 2 月、非営利の GDI
財団のオランダ人インターネット専門家ヴ
ィクター・ジュベールは、新疆に大規模な
監視システムが設置されたと発表した。こ
の地はイスラム教徒であるウイグル族の故
郷であり、彼らは党による恣意的な集団拘
束や政治的な再教育の対象となっている。
新疆では、250 万人以上の人々の行動が	
中国の監視会社 SenseNets Technology Ltd. 社
によって監視されていたとロイターは報じ
ている。

ビッグブラザーへの対抗
ホフマン博士は、急激に監視国家へと成長
する中国を牽制したいと考えるインド太平
洋諸国や西側民主主義諸国には抗う手段が
あり、民主主義の政府は、中国共産党の	
社会信用システムの拡大により積極的に対抗
するべきだと断言している。「民主主義国
家の政府は、中国の要求を拒否するように
強制することはできません。しかし中国の
行動によって生じるリスクを軽減するため
には企業任せにするべきではありません」
ホフマン博士は、社会信用システムに	

応用可能なテクノロジーは、その隠れた	
利用方法を各国政府が特定するべきだと述べ	
ており、「中国国家の SCS（社会信用システ
ム）で既に利用されているか、利用され	
得る西側技術の輸出」に対する規制の強化を
提唱している。
この社会信用システムによる影響の緩

和を望む国々が台頭するテクノロジーを
評価して、大学や研究機関の提携関係に
細心の注意を支払うべきであると博士は
述べている。「例えばシドニー工科大学の

浙江省杭州の鉄道駅
の大群衆。2018 年に
約	550 万人もの人々
が政府に不誠実とみな
され列車での旅行を禁
止された。	
AFP/GETTY IMAGES
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グローバル・ビッグデータ・センターが、
中国国営の国防企業である中国電子科技集
団（China Electronics Technology Group 
Corp.; CETC）から 2000 万米ドルの投資を
うけてますが、まずはこのような状況を避
けるべきです」

CETC 社は、中国のビデオ監視装置の
背景にある国営企業でありシドニー工科大
学の最新のプロジェクトである治安用オン
ラインビデオ検索システムに資金提供を行
っている。 
データが輸出され中国において利用さ	

れることを防ぐために、政府は特に大学レベル
でのデータ保護を重要視するべきである。
例えば、世界中の大学に拠点をおく孔子学院
にはデータを全て大学が所有するハードウェア
やソフトウェアに置くことを義務付けるべ
きであり、このようにすることでデータ	
が中国へ流出していないことを確認	
することができると、ホフマン博士は	
記述している。

データ保護の失敗は、中国国内で言論	
の自由など基本的人権が否定されるシステ	
ムの発展に寄与することになる。中国の	
ジャーナリスト、リン・フー（Lin Hu）氏	
は、中国における検閲と政府の腐敗につい
て記事を書いたため逮捕され、罰金を科さ
れ、ブラックリストに載せられたとカナダ
の「The Globe and Mail」紙に語った。ルー
（Lue）氏は「最高人民法院によって、執
行対象となる不誠実な人物のリスト」に	
掲載された。航空券の購入、一部の鉄道チケ
ット購入が禁止され、土地の購入やローン
の借り入れも禁止されている。
「ファイルも、警察令状も、公式の事前

通知もない」と彼は新聞に語った。「かつて
持っていた権利が政府によって剥奪されま
した。何よりも怖いのは、これに対して何
もなす術がないことです。相談できるとこ
ろもありません。何もないところに放り出
されたようなものです」o

貴州省貴陽市で開催
された中国国際ビッ
グデータ産業博覧会
で歩く男性。中国政
府は、ビッグデータ
企業と提携し、国民
のオンライン行動を
監視し、その行動に
影響を与えようとし
ている。ロイター
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中華人民共和国は、汚染された食品や健康食品から国民を守るこ
とができず、政府への信頼を損ねている。

FORUM スタッフ

019 年の旧正月の月初めに、中華人民共和国
（PRC）は、HIV に汚染された血液製剤が国民
に配布されていたことを明らかにした。免疫機能
が低下した患者の治療に主に使用される静脈 
注射用ヒト免疫グロブリンの汚染された製品
は、中国第 2 の医療用血液製品の供給業者であり 

国営の親会社が監督する上海新興が販売し、江西省 
東部に流通した。
サウスチャイナ・モーニング・ポスト 紙の記事に

よると、「この欠陥製品は、2021 年 6 月に期限切れと
なる 50ml の血漿のボトル 12,229 本である」という。 
中国国家衛生健康委員会の調査団は、最初の発表を行 
った国家薬品監督管理局が、後にエイズの原因ウイルス
である HIV 及び各種肝炎についての検査が陰性で 
あると発表したにもかかわらず、血液製剤の製造を 
中止し、回収を命じた。
相反する報道は、中国の患者と消費者の間で、 

自国の食品や医薬品の安全性に対する懸念を増幅 
させただけだ。「後片付けは常に高速だ。近いうちに、
彼らはこの製品を注射すると健康に良いと言うだろ
う」と、中国のテレビの司会者でありプロデューサ
ーである崔永元（Cui Yongyuan）氏は、調査の予備
的な結果についての報告にコメントして、マイクロ
ブログサイト新浪微博（Sina Weibo）に投稿した、
とニューヨーク・タイムズ 紙は報じている。「汚染さ
れた粉ミルク、問題ない。汚染されたワクチン、 
問題ない。汚染された予防接種、問題ない」と、彼は
付け加え、過去十数年にわたる中国の健康被害に対
する御託に言及した。「つまり、何人か死んでも問題
ないということだ」

怒れる国民
中国では、中国共産党（CCP）が最近繰り返し改革
を公約したにもかかわらず、製品の安全性と製造業
の不祥事が続いている。汚染された血漿の恐怖は、 
最近の出来事の1つにすぎない。近年の無数のワクチン
・スキャンダルは、幼い子供とその家族を危険に 

さらし、また潜在的に大流行が発生する可能性が 
あり、国民全体を危険にさらしている。

2019 年 1 月、政府は、江蘇省で中国の子ども 145
人以上が地元の施設で期限切れのポリオワクチン
を接種されたことを明らかにし、地元の保健所や
政府機関の外で、数千人の怒った親たちが抗議し
た。2018 年 7 月に、国内最大のワクチン製造業者の
1 つである国営会社の長生生物科技社の子会社であ
る長春長生生物科技社が、ジフテリア・百日せき・
破傷風の三種混合ワクチン（DPT）の欠陥ワクチン
を 25 万本以上生産・配布した大スキャンダルが明ら
かになってから、わずか半年後のことだ。これらの
ワクチンは、2017 年に山東省で実施された中国の 
プログラムの下で数千人の乳児に投与された。サウス
チャイナ・モーニング・ポストによると、調査団は
また、長春長生生物科技が狂犬病ワクチン 10 万本以
上の製造記録を改ざんし、ワクチンデータを 4 年以
上にわたって不正に報告していたことも発見した。
モー・リー（Mo Li）（20 歳代後半）は、粗悪な

三種混合ワクチンを接種された可能性のある子ども
の親である。「ワクチン会社から規制当局まで、関係
者全員のことを考えた。彼らを人間と呼ぶことは 
できない。彼らは地獄にいる悪魔だ」とモーは、 
スキャンダルが報じられた後の 2018 年 7 月末にガー
ディアン紙に語った。
モーのように怒った親たちは、2018 年 7 月に中国

の国家衛生健康委員会に抗議し、国内の製薬産業を
更に良く監視するよう求めた。査察団は 2017 年に 
欠陥ワクチンを発見したが、2018 年 7 月まで情報を
公開しなかった。
「問題は解決していない」と、2 歳の女児の母親

であるヒー・フェンメイ（He Fangmei）は、7 月の
抗議の後、ニューヨーク・タイムズに語った。 
 「私たちの懸念は解決していない」
中国の一般国民は、少数の特権階級である中国共

産党のメンバーではないが、公衆衛生の保護につ 
いての政府の不備に不満を募らせている。中国は 
世界レベルの規制システムを確立したと主張している 

2
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ワクチンの不正問題により薬の安全性に対する恐怖が再燃した後の	2018 年7月、	
安徽省淮北市の病院で子どもがワクチン接種を受けた。AFP/GETTY IMAGES

が、政府機関はワクチンやその他の医薬品の研究、 
生産、流通、管理を保護できていない。
中国の親たちが、国からの約束が守られていない

ことに不満を募らせていることは、当然のことと思え
る。長生事件の直後、規制当局は、国営の武漢生物製
品研究所も無効なワクチンを販売していたことを明ら
かにした。ブルームバーグ（Bloomberg.com）による
と、同社は 2018 年 5 月に約 40 万回分のワクチンの回
収を開始し、未公表の罰金の支払いを命じられたとい
う。最近のような事件が多く発生する前、中国は 2016 
年に、約 98 億円（9000 万米ドル）相当である数百万本 
の感染ワクチンが中国の子どもたちに全国的に投与さ 
れていたことを明らかにした。ラジオ・フリー・アジア 
 （Radio Free Asia）によると、2015 年、古いワクチン 
により、河南省で子ども2人が死亡し、400 人近くに 
深刻な健康問題が引き起こされた。中国経済時報によ
ると、2010 年に山西省では、冷蔵していないワクチン
により、子ども4人が死亡し、70 人が病気になった。
ワクチンの品質には以前から問題があり、約 50 万人を
抱える中国疾病予防控制センターの責任者はサウス 
チャイナ・モーニング・ポストに対し、「関係者の誰 
もがそれを知っている」と語った。

失敗した改革
中国はこうした問題に対処するため、2013 年 3 月に国
家食品薬品監督管理局を設立したが、スキャンダルは
続いた。ワクチン・スキャンダルが発覚するたびに、

規制当局は国民に迅速に通知することもせず、当初は
企業や当局者を罰することもなかった。そして、危機
のたびに、政府は食品と医薬品の安全性を向上させる
はずとされる対策を実施したが、スキャンダルは 2019
年まで続いた。改革の最新の試みの 1 つとして、中国
は 2018 年 4 月に、国家食品薬品監督管理局が国家薬品
監督管理局に再編され、新しい国家市場監督管理総局
に監督されることを発表した。一方、食品を規制する
責任は他の機関に移ることになる。
ロイターによると、主に抗議と世論の反発への対応

として、中国は、2018 年 10 月に長春長生生物科技社
に対して約 1,400 億円（13 億米ドル）の罰金を科し、
同社の会長を含む 15 人の幹部に製薬業界で働くこと
を禁止したという。また、長生生物科技社に対しても
約 966 万円（89,000 米ドル）の罰金を科した。親会社
は、ワクチンによって損害を受けた患者に約 300 万円
（29,000 米ドル）から 1000 万円（96,000 米ドル）の 
補償金を支払う予定であるとロイターが報じた。中国は 
また、欠陥ワクチンが深刻な病気や死亡の原因となった 
場合、国民が製薬会社に対し懲罰的損害賠償の訴訟を
提起することができるようにする法律を起草しているが、
この法律が施行されるまで、被害者の家族にはほとんど 
手段がない。
ニューヨーク・タイムズの分析によると、歴史的

に、ワクチン製造業者に抗議する親たちは、公に謝罪
したり、平均 1 億 5200 万円（140 万米ドル）という 
比較的少額の罰金を支払ったりした後に製造を続ける
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違反役員や企業よりも厳しい扱いを受けてきた。当初、 
長生は欠陥ワクチンに対して 5400 万円（50 万米ドル）
の罰金を科されただけであったが、ソーシャルネット
ワークの WeChat での苦情により詳細が公開され、 
その翌日に削除されたと ガーディアンは報じている。 
新聞はまた、抗議する親を中国が黙らせたり勾留したり
していると報じた。それでも、さまざまなメディアの
報道によると、中国は過去1年間、政府の公衆衛生対策
に対するソーシャルメディアなどでの抗議を鎮めるこ
とができておらず、業界関係者や保健専門家は、組織
的な問題が残っていると、述べている。
他の国の国民たちも警戒しなければならない。中国 

の失敗は世界的な影響を及ぼす。なぜなら、同国 
は他国にも流通する医薬品を生産しているからであ
る。CNN によると、例えば 2018 年 7 月下旬、中国の 
血圧治療薬バルサルタンの製造業者である浙江華海薬業 
は、その有効成分が発癌剤で汚染されていることが判明 
した後、国際的なリコールを余儀なくされた。中国 
の製薬会社は、米国の医薬品の半分以上を供給し、 
欧州でも広く処方されている。ケンタッキー大学医 
療センターの心血管臨床薬学コーディネーターである 
クレッグ・ビーバーズ（Craig Beavers）氏は WebMD.com
のウェブサイトで、「リコールされた製品から損害を受
ける可能性があるだけでなく、リコールされていない 
製品が十分にないことも二次的な問題である」と述べた。

揺らぐ信頼
このような潜在的な大事故が絶え間なく発生し、中国
に対する信頼と、腐敗した食品・麻薬生産システムを
改革する習近平国家主席の能力に対する信用を損ない
続けている。習主席は、国民の面倒を見ると約束する
ことで、国民に確固たる独裁的な権力を売り込もうと

努力してきたが、度重なる健康問題の
スキャンダルが彼の信頼性と正当性を
傷つけ続けていると、多くのアナリス
トは指摘する。
 「ワクチン・スキャンダルは、何年

にもわたって他の事例が報告されて 
きたにもかかわらず、中国政府が法執行
や医療業界の監視に失敗してきたこ 
とをあらためて示している」と、アム
ネスティ・インターナショナルの中国
調査員パトリック・プーン（Patrick 
Poon）氏はガーディアンに語った。
中国の大多数の家庭は、家族の 

人数を制限する過去の政策のために、
子ども1人をしか持たない。オースト
ラリアのシンクタンク、ローウィ研
究所の中国専門家、メリデン・バラル
（Merriden Varrall）氏によると、結果
的に、子どもの健康に影響を与える 
政府の罪は特に恐ろしいと考えられて
いるという。
「若返りが軌道に乗っていると人々

に言っている中国で、このようなことがどうして今も
起こっているのだろうか」と、彼女は 2018 年 7 月に 
ニューヨーク・タイムズに語った。「このような 
スキャンダルは、もはやコースの標準として受け入 
れられないだろう」

過去の悲劇
中国は、危険な製品が消費者に届くのを許容してき 
た長い歴史がある。粉ミルクの悲劇から 10 年以上 
経った今も、多くの親が中国で製造された粉ミルクは
子供に飲ませないだろうと、メディアは伝えている。 
2008 年、中国では、プラスチックや肥料の製造に使 
われる化学物質メラミンで汚染された粉ミルクにより、
6 人の乳児が死亡し、30 万人以上の乳児が病気に 
なった。この化学物質は小児ではまれな腎結石を引き
起こし、極度の痛みを伴い、最終的には腎不全と死に
至る。中国ではその後、少なくとも 1,200 人の乳児が重
い腎臓病と診断された。ロイター通信によると、調査
の結果、複数の国有企業を含む中国企業 22 社が、汚染
された粉ミルクに関与していることが判明した。
筆頭違反企業の 1 つである三鹿は、地元の農家が 

タンパク質レベルを上げるためにミルクにメラミンを加
えたことを 2008 年 8 月には既に知っていた。世界保健
機関のガイドラインによると、これらの農場で生産さ
れた粉ミルクは、許容値の 4,000 倍以上のメラミンを含 
んでいた。集約・精選されたニュースサイト、クオーツ
（QUARTZ）の 2018 年 7 月の記事によると、同社は 
少なくともその 9 ヵ月前に、製品に関する苦情を受け
ていたという。その年、中国は北京で夏季オリンピック 
を開催していたため、粉ミルク市場のほぼ 20% を占
めていた三鹿は、このニュースを抑え込むために尽力
した。クオーツによると、三鹿は国有企業として創業

汚染されたミルクを飲んで子どもが死んだ人たちは、次のような標識を掲げ
ている。「子供を返せ。司法の公平性を要求する」2009 年1月、河北省の	
裁判所の外で。中国のミルク中毒事件で被害を受けた遺族らは、死亡について	
責任を負う会社責任者の処罰を待って、報復と補償、答弁を求めた。ロイター
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し、その後、株式の 43% をニュージーランドの企業
に売却することで合弁事業に拡大した。
ニューヨーク・タイムズによると、三鹿の最高

経営者で中国共産党の党員でもある田文華会長は、
汚染された粉ミルクで死に至る可能性があることを
同社が知った後も、製造・販売したとして終身刑を
言い渡された。他にも複数の幹部が軽い判決を受け
た。2009 年、汚染された製品を流通させていた酪農
家と供給業者が処刑されたと、ガーディアンは報じて
いる。china.org.cnのWebサイトによると、同年、 
三鹿は破産を申請した。
マッキンゼー社が 2017 年に中国の 44 都市の 1 万人

を対象に実施した調査によると、中国が危機に寄与し
管理に失敗した結果、消費者の 53% 以上がいまだに 
粉ミルクは外国ブランドを好んでいる。クオーツ 
によると、需要は旺盛で、近隣の香港 
では、粉ミルクが不足している。 
ワシントン・ポスト紙によると、
中国はここ数年、オーストラリア 
の粉ミルク小売供給の半分を 
消費者間チャンネルを通じて
購入している。シドニー・ 
モーニング・ヘラルド紙による
と、2015 年の中国の粉ミル
ク需要は、売り上げで 217 億
円（2 億米ドル）を超えた。 

継続する HIV の恐怖
中国はまた、コミュニティ全
体を苦しめている過去のHIV ス
キャンダルによっても揺らいでい
る。1990年から 2000 年にかけて、何千人 
もの中国人が、血漿を売ったり、政府が違法
な提供センターと呼ぶところで採取され、汚染 
された血液製剤から作られた輸血や製品を受け取 
ったりして HIV に感染した。米国に本部を置く非営
利報道機関、ナショナル・パブリック・ラジオの 
報告によると、汚染が起きたのは、血漿の採取や血液
製剤の輸血のための安全な手順がなかったためだ。 
中華人民共和国衛生部によると、これらの施設で血液
を提供した人の 43% 以上が HIV に感染していた。 
中国のメディア・スタートアップ、シクスス・トーン 
 （Sixth Tone）は、血液を採取された地方の国民はいま
だにエイズの影響に苦しんでいると、この被害により
作られたいわゆるエイズ村を生々しく描写している。
「中国におけるエイズの根源は血漿市場だった」

と、河南省における異常発生の原因解明に協力した医
師の高耀潔氏は 2016 年にニューヨーク・タイムズに
語っている。「これは人災だった。しかし、その責任
者たちは一度も責任を問われず、謝罪の言葉も一言も
発していない」
この災害を受けて、中国は最終的に血液製剤の 

スクリーニング手順を改善したが、政府当局は病気の 
管理と健康教育キャンペーンの実施の面で国民を失望さ

せ続けた。1 つには、影響を受けたコミュニティを 
スクリーニングする広範な取り組みは 2004 年まで 
始まらなかった、とシクスス・トーンは言う。
今日、HIV の蔓延は世界全体では鈍化しているが、 

HIV やエイズとともに生きる中国国民の数は驚 
くべき速さで増加し続けている。エコノミスト誌に 
よると、中国疾病予防控制センターは 2018 年 11 月、 
中国で 85 万人が HIV の検査を受け陽性だったと発表
した。その数は前年より 12% 多く、2010 年に報告さ
れた数のほぼ 3 倍である。一方、世界の新規 HIV 感
染者数は 2010 年の 220 万人から、データが入手でき
る最も直近の年である 2017 年の 180 万人へと 18% 減
少していると、国際的な HIV・エイズ慈善団体である 
アバート（Avert）は述べている。

BBC の報道によると、中国では 2018 年の
第二四半期だけで約 4 万件の新たな 
症例が報告されたという。医学専門誌 
ランセット（The Lancet）に掲載
された 2018 年 7 月の研究による
と、2011 年から 2015 年の間
に、15 歳から 24 歳までの 
患者数が毎年 1/3 以上増加 
したという。 
ランセットt誌の報告に 

よると、新規症例の 81% 以上 
が、一般に献血ではなく性交 
に関連していると考えられて 
いる。中国当局は、この増加は 
少なくとも部分的には検査の普 

及によるものだとしているが、一部の
公衆衛生当局者は、感染の拡大を止め 

るためにもっとできる対策があったと主張 
している。

食の不安
粉ミルクの大惨事以外にも、中国では過去に、 
メラミン汚染の卵から、ホルムアルデヒドでコーティ
ングされたキャベツ、40 年ものの冷凍肉、ゴミ箱 
からリサイクルされた食用油に至るまで、食品スキャ
ンダルが起きている。さまざまなメディアの報道によ
ると、消費者は日常的に他の食品も汚染されているの
ではないかと心配しているという。2001 年に中国農
業政策センター・中国農業科学院が「中国における農
薬、米の生産、人の健康」と題した論文で報告したよ
うに、食品の安全性に対する懸念の主な理由は、作物
と動物の農地を汚染した 1980 年代と 1990 年代におけ
る同国の農薬と肥料の過剰使用である。また、田畑は
何十年にもわたって野放しにされてきた工業プロセス
によって汚染されている。
中国は、汚染された農地土壌の問題に取り組み始

めたばかりであると、外交問題評議会（CFR）のグロ
ーバルヘルスシニアフェローである黄延中（Yanzhong 
Huang）氏は 2018 年7月にクオーツに語った。
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中国における最近のアフリカ豚コレラの大流行 
は、全体的な食品の安全性への懸念を和らげることは 
ほとんどできていない。国連食糧農業機関（FAO） 
によると、中国は 34 省のうち 25 省で 100 件以上発生 
したと報告した。CNN が 2019 年 2 月初めに報じたと 
ころによると、2018 年 8 月から 2019 年 1 月の間に、 
国内の 3 億 4000 万頭の豚のうち 100 万頭近くが屠殺され 
た。このウイルスはまだ人間には感染していないが、
豚の皮膚や臓器に病変を形成し、最も毒性が強い豚コ
レラの治療法はなく、ほとんど全ての豚が死に至る
と、国連の保健当局者は述べている。

2019 年 2 月のロイターの報告によれば、この疾患 
は他の国よりも中国で急速に広がった。大流行が 
進行すると、中華人民共和国当局は、国営メディア 
新華社通信が報じたように「中国本土での流行は効果的に
対処され、抑制されている」と繰り返し主張したが、
数ヵ月にわたり症例の報告が増加した。一部の専門家
は、政府の透明性の欠如が流行の速度に寄与した可能
性が高いと述べた。この流行は、当時否定を繰り返し
た後にも続いた。ボイス・オブ・アメリカ（Voice of 
America）によると、2019年 2 月、湖南省南部と甘粛
省北西部の中国当局が、冷凍ギョーザなどの豚肉製品
からウイルスの痕跡を発見した。

2015 年 7 月に中国本土に密輸される前、香港の裏通りでブラジル産の冷凍牛の胃の一部を扱っている男性。その前月、中国当局は中国
で密輸された冷凍肉 10 万トンを押収した。国営のチャイナ・デイリー 紙によると、一部は 40 年前のもので、解凍が始まっていた。ロイター

組織的な問題
多くのアナリストによると、中国の生物医学と食糧生産
の問題は、根深い組織的な欠陥に起因している。第一
に、中国のトップダウンの規制プロセスは、国民やその
他多くの主要関係者をプロセスから締め出している。	
「食品の安全性の規制は、いくつかの相互に補強しあう
活動（生産・販売・消費）を含み、様々な利害関係者	
（例えば、製造業者、貿易業者、消費者、政府関係者）
が絡んでいるため、純粋なトップダウン、国家中心の	
規制および法的枠組みが中国の食品と安全の危機を緩和する
のに十分である可能性は極めて低い」と黄氏は 2014 外交
問題評議会のブログへの投稿で述べた。失策が続いてい
ることを考えると、彼の洞察は依然として真実である。
より良い改革とより一層の透明性がシステム全体

で実施されるまで、中国国民と他の国々、特に貿易国
は、中国で製造される食品と健康製品の品質について
懸念を持ち続けるだろう。おそらく習主席自身が、	
就任した 2013 年にもやが晴れたような瞬間に、このこと
を最もうまく要約している。ニューヨーク・タイムズ
のある記事によると「我が党が中国を統治しながら、
食品の安全性すらきちんと管理できず、これが続け
ば、一部の人々は私たちがその役割を果たしているの
か疑問に思うだろう」と語ったそうである。o
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FORUM イラスト

臓器収奪
疑惑の

中国の臓器移植システム：アナリスト等による 
批判的な見解とその正当性への疑問 FORUM スタッフ



の	21	世紀、医療観光客（医療を目的と	
して海外に行く患者）がぜひ訪れる国と
して高い評価を得えている中国では、	
臓器移植産業が「大繁盛」していることは	
極めて明白である。中国では臓器提供事

例の記録・報告自体が少ないのに対して、移植可能	
な臓器として数々の部位が豊富に宣伝されてお
り、最短では数日から数ヵ月という短い期間で	
適合臓器が見つかる。この適合性の高さと待ち	
時間の短さは他の国とは比較にならない。
中国の臓器移植センター「天津市第一中心医院

（Tianjin First Central Hospital）」の実態に迫った
2017年のドキュメンタリー「「Killing to Live: The 
Dark Side of Transplant Tourism in China（仮訳：他
人の命と引き換えに：中国における移植ツーリズム	
の闇）」では、匿名を条件に「中国では臓器が簡単
に手に入る」と明かしたある上級看護師が「ほんの	
2時間で病院に新鮮な臓器が届く」と述べており、
肝臓の価格は	1,300	万円相当（13	万米ドル）で	

あると、中国系米国人の法輪功修行者によって	
設立された大紀元時報が報じている。
中国の臓器移植産業に対する疑惑が高まり、	

より精密な調査が実施されるようになったことで、
中国共産党（CCP）は	2013	年に国家臓器流通	
システムを構築している。医療専門家等は長年	
にわたり、中国における提供臓器数の多さは政治犯	
からの強制臓器摘出（臓器狩り）に起因していると	
疑惑を抱いている。つまり、中国政府は自国で活動	
を禁止している気功修練法の法輪功修行者、ウイグル
人イスラム教徒、チベット仏教徒、潜伏キリシタン、
他の反体制派を獄中で医療検査の対象とし、強制的
に臓器を摘出しているというわけである。
中国民衆法廷（中国での良心の囚人からの強制

臓器摘出に関する民衆法廷）は、中国における	
	「良心の囚人」からの広範かつ体系的な強制臓器摘
出の証拠に基づき、提起された特定の問題の裁定
に取り組む独立した国際民衆法廷である。中国	
の臓器提供システムに関する弁論を行うため、	
ロンドンに本拠を置く同法廷は、中国当局者等に
公聴会への出席を繰り返し求めてきたが中国側	
は無視している。
中国共産党は自国政府が臓器を強制的に摘出

しているという主張を継続的に否定し、最近では
同疑惑に関して	2019	年	4	月にロンドンの同法廷で
実施された公聴会への出席要請も同様に無視して
いる。

しかし、中国が否定したからといって、デービ
ッド・マタス（David Matas）、デービッド・	
キルガー（David Kilgour）、イーサン・ガット	
マン（Ethan Gutmann）などの調査者等からの	
質問が止むわけではない。2016	年	6	月、国際人権
弁護士のマタス氏、元カナダ国会議員のキルガー
氏、中国アナリストかつ人権調査者のガットマン
氏が、10	年前に作成した	700	ページ近くに及ぶ	
調査・報告書を更新して公開した。
同最新報告書「Bloody Harvest/The Slaughter: 

An Update（仮訳：血塗られた収奪・虐殺の最新
報告」は、中国の数百軒に上る病院の移植プログ
ラム、ニュース報道、公式プロパガンダ、医学文献
などの資料を考察したものである。同調査に	
より、中国当局が年間	6	万件から	10	万件に	
及ぶ移植を実施していることを証明する	
データが公開された。これは移植事例数
をわずか	1	万件とする中国政府の主張
とは矛盾しており、これにより中国

の臓器流通センターの改善によりこの
忌まわしい行為が低減したという主張に	
も疑問が投じられる。
同「Bloody Harvest/The Slaughter」報告	

書は、「我々が今回調べた証拠により、中国政
府が主張する移植件数よりもはるかに大量の移植
事例が存在するという事実が判明した。これは、
中国政府が特定した情報源に示された件数と実際
の移植件数との差が、我々が以前に考えていたよ
りも大きいことを示すものである。差がより大き
いことが判明したことで、当初の予測よりもはる
かに多くの法輪功修行者等が臓器摘出を目的とし
て虐殺されたと結論付けられる」とし、「中国政
府が過去に主張した移植件数に関しても、死刑囚
と自発的な臓器提供者（ドナー）など、中国政府
が特定した情報源に示された件数と実際の移植件
数との間にかなりの差がある。我々が以前、多く
の移植用臓器、実際のところほとんどの移植用臓
器は上述の集団から摘出されたものであるという
結論に至ったのは、この差が1つの理由である」と
述べている。
マタス弁護士、キルガー元国会議員、ガットマ

ン調査者は、屍体か生体かを問わず、同意なしに
個人から臓器を摘出する違法行為を示す「臓器収
奪」という用語をあえて使用している。 
しかし、国際的な規範は存在する。臓器移	

植の国際基準を明確にするため、世界保健機関	

こ
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	（WHO）が「ヒトの細胞、組織および臓器の	
移植に関する	WHO	指導指針」を発行している。	
2010	年	5	月に承認された同指針は、1991	年版	
の要点を維持しながら、現代の移植の傾向、特に
生体臓器提供者の保護およびヒト細胞と組織の使
用の増加に対応する新規規定を取り入れている。 
世界保健機関の「指導原則	1」には、移植目的

で臓器を摘出することにおける同意を提供者から
得る必要があると規定されている。「指導原則	10」
には、臓器移植のトレーサビリティが必要である
と規定されている。「指導原則	11」には、臓器提供
においては高い透明性を維持し、精査できる状態
でなければならないと記されている。 
上述	3	人の著述者等は、「人権尊重の推進は政	

府だけの任務でも、政府の主要業務でもない。	
これは世界中の人権を持つすべての個人の任務であ
る。中国で臓器のために罪のない人間が殺害され
るのは残虐行為であり、我々全員が懸念すべき事
態である」と記している。
調査を通じて移植受給者（レシピエント）等	

を特定した同共同執筆者等は、臓器提供者が摘出
手術中に死亡したことを後に知った受給者等が、
臓器収奪の陰惨さに対するショックを隠せなかっ	
たと報告している。大紀元時報が報じたところでは、	
ドキュメンタリー「Human Harvest（人間狩り）」	
の中で、中国で腎臓移植を受けた台湾在住の	
ロウロウ・チュワン（Rourou Zhuang）氏は、	
「臓器がどこから提供されたかを聞いて驚愕し
た。自分がそのような事態に関与してしまったこ
とは痛恨の極みだ」と述べ、「人々に真実が伝わ
るように、自分に起きたことを伝えたい」と語っ
ている。 
あまりにも簡単に腎臓移植を受けられたことに

ショックを受けたと話す日本人患者のホカムラ・	
ケンイチロウ氏は、中国で日本人の臓器ブローカー
と話をしてからわずか	10	日後に、上海の病院で	
当日の朝に一度診察をしただけの医師の手により
移植手術を受けている。
大紀元時報によると、同氏は「事が早く進み過

ぎて怖かった」と述べている。
同氏の移植手術費は	800	万円相当（8	万米ドル）

であった。
多くの場合、臓器移植を求める患者は集団で	

中国に渡る。たとえば、2001	年にはある臓器ブローカー
が東南アジアの患者	9	人をまとめて、タイピン	
病院（Taiping Hospital）での移植手術を手配して

いる。「Bloody Harvest/The Slaughter」報告書に
よると、同事例では医師団が	2 日間で	9 件すべての
移植手術を完了した。
別の事例では、患者7人が共に腎臓移植のため

に香港から中国に入っている。医師団は同日に
全員の手術を終え、患者等は一週間後に帰宅した
と、同報告書には記されている。
同報告書の共同執筆者等は、「病院当たり、	

医者当たりの移植手術の件数を考えると、これは
中国で巨大なビジネスになっている。約	900	の病	
院で、9,000	人から	1	万人の医療関係者が臓器移植
に従事している。また、中国で行われている隠蔽
工作は国家ぐるみのものだけではない。医師や	
病院レベルでも隠蔽現象は存在する」とし、「それで
も、移植件数を把握するには、調査に取り組む	
必要がある」と指摘している。
いくつかの国では、すでに中国共産党の臓器収

奪に関する公聴会が開催されている。スペイン、
イタリア、イスラエルなどの諸国は、自国民が	
移植手術目的で医療観光することを防止している。
中国から公式の反論がなく、また容疑を晴らす

証拠が提出されないことで、中国民衆法廷は第一
回公聴会の直後に、目撃証言および判事団が審査
した報告書に基づく中間報告として、中国政府の
違法臓器摘出について中国共産党に対する暫定裁定
を下している。

香港で開催された会議で調査について語るデービッド・マタス	
弁護士（中国の臓器収奪に関する報告書の共同執筆者）
AFP/GETTY IMAGES

人権尊重の推進は政府だけの任務でも、政府の主要業務
でもない。これは世界中の人権を持つすべての個人の 
任務である」
— デービッド・マタス弁護士、デービッド・キルガー元国会議員、イーサン・ガットマン調査者、

「Bloody Harvest/The Slaughter」共同執筆者

“
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2018	年	12	月、法廷は、「本法廷の判事団は	
全会一致をもって、合理的疑いの余地なく、中国で
はかなりの期間にわたり非常に多くの犠牲者を	
巻き込んでおり『良心の囚人』からの強制臓器	
摘出が行われていることを確信した」と暫定裁定
を発表した。最終裁定は	2019	年	6	月に予定され
ている。
暫定裁定では、「本法廷は当該行為が国際犯罪

に相当するかどうかに関する調査結果を詳細に審査
し、犯罪である場合には犯罪者およびその期間	
と被害者数に関する詳細を踏まえて最終裁定を下
す。現在の資料および今後提供され得る他の資料
をさらに分析し、今後提供される可能性のある	
法的助言に基づき最終裁定が下される」とし、	
さらに「しかし、繰り返しになるが、国家ぐる	
みで、または国家が承認した組織や個人により、
強制臓器摘出がかなりの規模で実施されていると
いう現在の証拠に疑いの余地はない」と読み上げ
られた。
同法廷は同結論が証拠に基づくものであるこ

とを強調している。今後、医師、学者、または	
中国政府関係者等から証拠が提出される場合、当該
証拠を定例聴聞会で提示された他の証拠と同等に
重要視して扱うと同法廷は述べている。
同法廷はまた、「報告書では	PROC	[中華人民

共和国] の強制臓器摘出に関する事例が繰り返し
報告されているにも関わらず、しかも潜在的な	
犯罪に触れた報告書すら存在しているというのに、	
知る限りでは、これによりPROCにおける臓器移

植の実施にいかなる影響も、または大した影響も
及ぼされていないということを念頭に置く必要が
ある」とし、「強制臓器摘出に関しては、現段階
では同国の行為自体は未だ国際刑事責任とは認め	
られないが、本法廷が合理的疑いの余地のない明確
かつ確実な調査結果を達成することで、PROC 
または同国が交流する相手に直接的な影響を与え
られる可能性がある。本法廷の判断または他の	
要因により、中国の強制臓器摘出行為を初めて	
認識したという国、組織、個人は、PROC	に関与	
することで同国を効果的に支援することになるという
事実を省みるべきである」と述べている。
中国の秘密行為を曝露するために他の	

取り組みも続けている「Bloody Harvest/The 
Slaughter」の共同執筆者等は、中国の臓器収奪
行為に関する情報を持つ人々に、必要に応じて	
匿名で当該情報を共有することを促している。	
中国語か英語で	ChinaOrganHarvest.org	に、	
または英語で「臓器の強制摘出に反対する医師会	
	（DAFOH）」かEndOrganPillaging.orgに連絡し	
ていただきたい。o

中国共産党の強制臓器摘出容疑への抗議として、臓器摘出手術を模
擬実演する法輪功修行者等			AP通信社
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北極圏に対する
野望

2018 年 9 月、中国が上海の造船所で自国初の国産極地科
学調査用砕氷船「雪竜 2 号」を発表   ロイター
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根拠のない	
主張を基に	
北極圏に進出	
する中国
ジョセフ・A・ムサッチア・ジュニア
（JOSEPH A. MUSACCHIA JR.）大佐/米国空軍

北極圏に世界からの高い関心が
集まっている。何世紀にもわた
り、大西洋からアジア地域への
最短航路を構築することが	
海洋大国の夢であり欲求であっ
た。北極圏の氷融解により、	
主要な貿易圏間の航海日数が数日
縮まり、航行距離を数千キロ	
短縮できる可能性が高まる。海氷
の後退により同地域の海上交通
量が増加しており、北極海航路	
	（NSR）と北西航路（NWP）
の	2	つの北極横断航路が完全に
開通される可能性があるが、	
そうなると貨物輸送の増加により
国家間の対立が発生するリスク
が発生する。 
北西航路は信頼性が低いた

め、北緯約	66	度	50	分以北の	
地域として定義される北極圏を	
通る商業輸送にとって実行可能	
な選択肢とは言えない。同地域	
には北極海盆およびノルウェー、
スウェーデン、フィンランド、	
ロシア、カナダ、グリーンランド、
米国アラスカ州の北部が含	
まれる。北極海航路は北西航路
よりも氷の範囲が少なく氷結	
する期間も短いため、ロシア	
は1930	年代からこの海域で	
活動している。北極海航路は	
ロシア北部沿岸に沿っていることか
ら、ロシアは北極海航路を自国
の領海と主張し、同航路を「歴
史的水域」、つまり同国が歴史
的に主権を行使してきた水域と
定義している。米国は	1964	年
と	1986	年に調査船を北極海航路
に派遣した。これは国際的に	
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認識される海洋法に基づき許される行動であるが、	
米空軍戦争大学による	2012	年の分析報告書によると、
ソ連海軍（現ロシア海軍）の艦船により通過が阻止	
されている。 
いわゆるグローバル・コモンズにおけるこうした脅威

は、北極圏諸国だけでなく、強制のない国際海域で	
航行・運用する権利を行使することを望むすべての	
諸国にとって大きな懸念となる。2016	年に米国統合参
謀本部が発表した「統合作戦環境報告（JOE）2035」
には、誰でも利用できる開かれたグローバル・コモン
ズは現代における国際経済の柱であり、これを利用し
て商取引、輸送、科学研究、または軍事監視と展開を
実施することで国家が強化されると記されている。	
同文書では、国家および一部の非国家主体が独自の	
規則と規範を主張することが要因となり、2035	年には	
グローバル・コモンズの一部において諸国家の課題が
高まると予測されている。特に空中・海洋公共財、	
具体的には戦略的な海洋チョークポイント周辺で、	
一部の国家が他国の行動に対して独自の解釈を押し付
け始めることが予想されるとしている。また、同文書
には、ますます能力を高め、多くの海上資産と戦闘能力
に支えられた敵対国家が、自国の大陸棚地域と排他的
経済水域（EEZ）を通過する商業活動に対する管理統
制の強化を試みることが懸念されると記されている。

中国の経済的利益
8	つのグローバル海洋チョークポイントの	1	つである
ベーリング海峡は、北西航路を取るか、北極海航路を
取るかに関係なく、すべての船舶が通過しなければな
らない重要な戦略ポイントである。（挿入記事「世界
を変える氷の融解」参照）
航行の自由は商業輸送の鍵である。近い将来、北極圏、

特に北極海航路の利用の増加により輸送が変革される
可能性があるため、これは多くの国家の懸念かつ	
関心事となっている。欧州からアジア地域への貨物輸
送は、北極海航路を取るほうが従来の輸送航路よりも
40％	も短期間で任務を完了できる。これにより、燃料
コストが大幅に削減され、商品は	3	分の	1	の時間で	
市場に届くようになる。
アジア地域の大手輸出業者は北極圏に目を向けて	

いるが、中国ほどの執拗さを示している国は他	
にない。文献「インターナショナル・アフェアーズ	
	（International Affairs）」の	2012	年の報告によると、
経済発展において国際海運に大きく依存する中国は、
その国内総生産（GDP）の	46％	が出荷に依存している。
米国当局者と学者の多くは、北極圏に対する中国の	
関心は、北極圏諸国との提携と同地域における展開を
通じて、地域大国としてその影響力を発揮することが
その根底にあると疑っている。これには経済的利	
益だけでなく、安保の側面が含まれる。 
国際安全保障諮問委員会（ISAB）が発表した	2016

年の「北極政策に関する報告書」に詳述されている	
ように、中国は商業努力を通じて地域で戦略的関係を	
構築して経済的利益を高め、地域における存在感を確
立することに積極的に取り組んでいる。中国が最も	

良好に影響力を高めている国は、北大西洋条約機構	
	（NATO）と欧州連合の加盟国であるアイスランドで
ある。中国はアイスランドで高い外交的存在感を確立
しており、中国の大使館は首都レイキャビクで最大	
の規模を誇る。査読付き文献「ポーラー・レコード	
	（Polar Record）」の	2015	年の報告によると、この存在感
がアイスランドと中国間の自由貿易協定（FTA）締結
に繋がった。中国が欧州の国と同協定を締結するのは
これが初めてである。 

1990	年代に北極圏での調査を開始した中国
は、2004	年にノルウェー・スヴァールバル諸島のニー
オーレスンに恒久的な北極観測基地を設立した。中国
は中国人億万長者を通してスヴァールバル諸島におけ
る	218	平方キロの土地を買収することでこの足場を固
めようとしたが、オンライン新聞「バレンツ・オブザ
ーヴァー（The Barents Observer）」が	2016	年	10	月に
報じたところでは、これを中国による戦略的動きと見
なしたノルウェー政府は政府が土地を購入することで
その入札を中止し、この重要な戦略的エリアの開発を
完全な管理下に置いた。
北極評議会（AC）の常時参加者としての資格を申請

した中国は、自国は「北極近隣国」であると主張して
いる。1993	年頃のことになるが、中国は砕氷船「雪竜
（Xue Long）」を購入した。これにより北極海での航行
が可能となった中国が2016年に独自に設計・建造した
砕氷船「海氷722（Haibing 722）」にはヘリポートが設け
られ、ヘリコプター	1	機の発着が可能な構造となってい
る。2018	年	9	月、中国は上海の造船所で自国初の国産極
地科学調査用砕氷船「雪竜（Xue Long）2	号」を発表し
た。ポピュラーメカニクス誌が伝えたところでは、	
中国政府は海氷722を中国人民解放軍海軍（PLAN）の
北海艦隊に引き渡している。これは、近海防衛から	
遠洋防衛への移行を宣言した	2008年中国国防白書に示
された同国の戦略に適合する動きである。ネーバル・	
ウォー・カレッジ・レビュー（NWCR）の	2013	年春季号
の記事によると、2010	年に中国人民解放軍海軍少将
が、「当国の経済的関心の拡大に伴い、当海軍は国の輸	
送航路と主要な海上交通輸送路の安全性をより高めたい」
と述べている。北極沿岸国からの反発を回避するため、	
中国の北極戦略では対立よりも協力が強調されている。	
2010	年	3	月には、中国人民解放軍海軍の尹卓（Yin Zhuo）
少将が、「北極圏は世界中のすべての人々に属し、どの
国にも主権はない」と宣言している。これは北極海沿岸
諸国にとって、北極圏シーレーン乗っ取りの試みはない
であろうという示唆となった。

中国の野望	
中国人民解放軍の北極進出は	2015	年に実現した。当時	
のバラク・オバマ（Barack Obama）米大統領のアラスカ訪
問中、中国人民解放軍海軍の艦船	5	隻がアラスカ沖	
のベーリング海を航行した。同海域で中国軍艦の航行
が確認されたのは史上初めてである。中国軍艦は	
アラスカ半島から伸びるアリューシャン列島周辺の米国
領海	12 海里内を通航している。CNN	ニュースが報じ
たところでは、中国軍艦は、国連海洋法条約（海洋法
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北極圏における存在感を 
確立するための戦略の 
一環として、中国が 
アイスランドのカルホールに
研究施設を建設。2016 年 
時点で建設中（写真参照）
AP 通信社
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に関する国際連合条約/UNCLOS）に基づき、航行
の自由の権利を行使して哨戒活動を実施したに過ぎ
ない。同条約は無害通航の場合は沿岸国への通知は
義務付けておらず、中国人民解放軍海軍も事前通知
は提供していない。 
これは明らかに、中国が北極圏シーレーンと中国の	

経済的利益を確保するために軍事展開を進めることができ
るということ、そして同国がそれを実施するということを	
米国と北極沿岸国に知らしめる中国の牽制である。中国お
よび他のアジア諸国から北極圏への通路となるベーリング
海峡周辺を中国軍艦は航行している。この海洋チョーク
ポイントは北極海航路と北西航路両方の終端であり、	
北極圏を通過するエネルギー輸送船や貿易船はすべて
同海峡を通過しなければならない。今回の中国海軍の	
航行は、海洋における覇権力と同海域を強制的に保護す
る能力を同国が備えていることを実証するものとなった。
ベーリング海峡とその周辺には主要な米国軍事拠

点は存在しない。米国沿岸警備隊（USCG）司令官
のポール・F・ズーカンフト（Paul F. Zukunft）大将
は、中国は米国の基線から	200	海里の排他的経済水
域のすぐ外側に調査船を派遣したと述べている。	
ズーカンフト大将の見解によると、これは大陸棚境界
内とも主張し得る海域である。航行の自由に基づく
アラスカ沖の哨戒活動で実証されたように、中国は
対立が発生した場合には米国に圧力をかけ得るとい
う戦略的に有利な立場を構築している。現在では	
	「ベーリング門」と称されようになったベーリング	
海峡で中国が戦略的な動きを取る可能性がある。 

戦力投射
2018	年、中国は初めてロシアの軍事演習「ヴォスト
ーク	2018（Vostok 2018）」に参加した。同演習には
30	万人近くに及ぶロシア連邦軍兵士が参加し、中国
は	3,200	人の兵士、1,000	台の軍用車両と設備、30	機
の固定翼機と回転翼機を派遣した。同演習では、	
ロシア東部領土と北極海航路の防衛に備える訓練	
として、ロシア海軍艦艇がベーリング海峡を通峡	
している。自国軍隊の地上戦能力を実証することを
希望していた中国にとって、これは敵対する国家と	
地域に対して、中国人民解放軍が馴染みのない地域、	
特に北極圏でも問題なく作戦を実行できるという	
明確なメッセージを送る絶好の機会となった。 
米インド太平洋軍（USINDOPACOM）空母

打撃群司令官のスティーブ「ウェブ」ケーラー
（Steve “Web” Koehler）少将は、影響力を競うに
は軍事展開が必要だと述べている。北極圏で不足し
ている米国の重要な要素は軍事拠点である。前述の
ように、他の北極沿岸国だけでなく、圏外に存在	
する中国も北極圏に展開している。 
米国は北極圏に恒久的な資産を確保していない

ため、アラスカに駐留する米国空軍と陸軍部隊の	
北極圏における作戦実施能力の強化を図っている。
さらに、米国海兵隊部隊は北大西洋条約機構の	
	「トライデント・ジャンクチャー（Trident Juncture）」
などの合同演習に参加することで、北極圏における
能力を継続的に強化している。北極海に最も近い米国
沿岸警備隊の基地はアラスカ州コディアックに位置

アラスカ州グレイシャーベイ国立公園の氷河を抜けて航行する米国沿岸警備隊のハミルトン級カッター「マンロー（USCGC Douglas Munro）」
トレントン・ハーシー（TRENTON HIRSCHI）三等兵曹/米国沿岸警備隊
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している。米国国防総省が	2013	年に発表した「北極
戦略」には、「北極圏における目標を達成するため、
革新的かつ低コストで小規模なアプローチを模索す
る」と記されている。 

2014	年に発表された「米海軍北極ロードマップ」
では、不確実性を抑制して永続的な国益を保護する
ため、北極圏における戦闘能力に的を絞った投資を
行うと述べられている。2013	年の北極戦略の中で、
米国は北極圏については戦略的に考察し、同地域で
行動する必要があると、米国沿岸警備隊は述べて	
いる。また、同戦略では、ベーリング海峡の重要性の
高まり、現在の米国の海洋領域認識（MDA）不足、
米国の領土と資源、並びに航行の自由を保護する	
ための地上展開の必要性が強調されている。さらに、
沿岸および海上における効果的な展開により、海洋
領域認識を高め、同地域における最も高いリスクと
脅威に米国の資源を集中させることができると同戦
略には記されている。現在、最も近い深海港と米国
沿岸警備隊基地が約	1,600	キロも離れていることを
考えると、北極圏における米国の拠点は明らかに	
不足している。同戦略では、効率を高めて無駄を排除
することを目的として、省庁間の協力と政府全体に
よる解決策が強調されている。

米国による港湾建設提案	
北極圏に対する中国の野心に対抗するために検討され
ている解決策として、北極圏での深海港の建設が挙げ
られる。これにより、前述の北極戦略の意図すべてが

満たされ、存在感を確立し、そしてこの重要なグロー
バル海事チョークポイントに進出するインド太平洋地
域の同盟国と共に使用できる重要なインフラの不可欠
要素を構築することが可能となる。この深海港建設の
概念を研究したのは米国陸軍工兵司令部である。米国
沿岸警備隊のカッター（巡視船）と砕氷船は喫水が	10
〜	12	メートル、米国海洋大気庁（NOAA）の調査船は
喫水が	4.5	〜	9.5	メートルある。この類の船舶には北極
圏外に母港が必要となる。米国陸軍工兵司令部の研究
により最有力候補に挙がったアラスカ州ノームは、	
両組織の船舶に最も適した港湾の	1	つと考えられる。 
同工兵司令部の研究では、この種類の港湾は	

作戦拠点として機能させることが可能で、ベーリング	
海峡に近いことから最適であると結論付けられてい
る。将来的な運用場所については、米国海軍と米国
同盟国の必要性に応じて資産を展開できる。同港湾
は米国沿岸警備隊の砕氷船の恒久的な拠点となる	
可能性がある。ノームには米国空軍と同盟国の航空機
の前方展開作戦を支援することを目的として改善で
きる適切な飛行場も存在する。 
これにより、中国がその野望を追求して存在感の

強化作戦に出た場合、米国とインド太平洋地域の	
同盟国が連携して中国に対抗することができる。	
米インド太平洋軍司令官のフィリップ・S・デービッド
ソン（Philip S. Davidson）海軍大将の言葉を借りれ
ば、この重要なインフラを開発することで、米国と
その同盟・提携諸国は「戦わずして勝つ」ことが	
できるのである。o

 「トライデント・ジャンクチャー 2018」演習中、ノルウェーのアルヴァンドの海浜に乗り上げる米国海軍のエアクッション型揚陸艇
ナポリ統連合軍司令部（JFC-NAPLES）
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漁業
パートナーシップ
海上安保と環境の持続可能性の強化を目的とした

違法漁業との闘い
著者：ロバート・S・ポメロイ（ROBERT S. POMEROY）博士、ジョン・E・パークス（JOHN E. PARKS）、ジーナ・グリーン（GINA GREEN）博士
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業は世界最大の野生生物捕獲手段である。
世界で最も広く取引されている食品である
水産物の商取引を行う国は、ほぼ発展途上
国で占められている。漁業と漁業関連の商

取引により、かけがえのない雇用と現金収入が生成	
され、地域経済が構築されて発展するだけでなく、	
外国為替取引が活発になる。東南アジアだけでも、2 億
5,000 万人以上の人口が、動物タンパク質の 1 人当たり
の平均摂取量の少なくとも 20％ を魚類に依存してい
る。たとえば、カンボジアやインドネシアなどの一部
の国では、食事におけるタンパク質摂取源の 50％ 以上
を魚類が占めている。東南アジアにおける 2 億人以上
の人口が、生活と収入を漁業で賄っている。
多くの国の経済、生計、食料安保を維持する上で

漁業が重要な役割を果たしているにも関わらず、過去
50 年の間に、世界中の海洋と沿岸の生態系が劇的に	
変化していることを示す科学的証拠が続々と出現	
している。こうした変化により、漁業の生産性と弾性、	
および将来的に漁業により社会的利益を継続的に取得
できる可能性が低下する。最近実施された評価により、	
水揚げされる魚類のサイズと価値が大幅に減少している
こと、また重要かつ価値の高い魚種、特にサメやマグロ
などの大型捕食魚が損傷を受けていることが判明した。
大型捕食魚の減少により、より小型で価値の低い魚種
の漁獲が増加することになった。これは「食物網の高
から低への移行（fishing down the food web）」、すなわち
漁獲できる魚種が食物網における高価値の魚から低価
値の魚に移行する現象である。
東南アジアでは、多くの漁場では乱獲により元の	

自然個体群が 5 〜 15％ まで低下している。最近の研究
により、東南アジアでは乱獲と魚類個体数の減少に	
より、残りの資源をめぐる漁業者間の競争と紛争のレベ	
ルが向上し、これが経済・食料安保および環境の持続
可能性の低下だけでなく、平和と秩序への脅威を招く
ことが明らかとなった。 

東南アジアにおける乱獲
IUU 漁業（違法・無報告・無規制漁業）は、
東南アジアにおける乱獲の最大級の要因となっ
ている。国際連合食糧農業機関（FAO）による

と、国内外の漁業者と漁船が当該国の関連漁業法または	
国際条約の義務に違反した場合に IUU 漁業と見な	
される。IUU 漁業には、許可されていない漁法と漁具	
の使用、禁止区域内または漁業禁止期間内の漁業の実施、
許可されていない漁獲物の積み替え、漁獲報告の変更
または情報の改ざんが含まれる。IUU 漁業の一般的な
例として、乱獲を目的として、または漁獲不足を補	
って漁獲要件を満たすために、漁業許可を得ていない
近隣諸国の水域を含め、漁業者が従来の漁場以外の	
海域まで進出する事例が挙げられる。気候変動や海洋
汚染、そして沿岸生息地の破壊による他の悪影響と	
相まって、さまざまな漁業資源や魚類が依存する海洋生	
息地を含め、IUU 漁業により国の海洋個体群と生物多
様性の低下がもたらされる可能性がある。最近の研究
は、米国に輸入される魚介類製品のかなりの割合が	
違法漁業により水揚げされた魚類によるもの、または	
不当表示の製品であることを示唆している。
環境への影響に加えて、一般的に IUU 漁業は奴隷

労働といった人間の福祉を深刻に害する行為にも繋が
っており、東南アジア全体が直面している非従来的な
海上安保上の脅威となっている。東南アジアの法執行
当局と漁業管理者の間では、反乱、テロ、組織的な海
上犯罪、特に海賊行為、拉致、麻薬、人身売買、麻薬
や小火器の密輸の支援に IUU 漁業が関連していること
が知られている。海上安保上の脅威は複雑かつ相互関
連があり、海上で発生しても陸上に大きな影響が及ぼ
される。海上管理が効果的でなく、調査・管理・監視
（MCS）能力が不足している地域では、こうした脅威
が拡散し、海上の安定が崩れる可能性がある。

東南アジアの法執行当局と漁業管理
者の間では、反乱、テロ、組織的な
海上犯罪、特に海賊行為、拉致、 
麻薬、人身売買、麻薬や小火器の密輸 
の支援に IUU 漁業が関連している 
ことが知られている。

漁
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漁獲の追跡
国際連合食糧農業機関によると、国際社会が直面して
いる複雑な課題として IUU 漁業を認識した政府と非政
府組織は、特定の海域内における IUU 漁業に対抗する
ことを目的として、情報交換の機会を増やし、協力的
アプローチを促進する多国籍イニシアチブと地域政策
に目を向けるようになっている。また、米国と欧州連
合（EU）加盟国を含め、水産物消費量の多い国々は、
自国に輸入される水産物が IUU 漁業に関連していない
こと、正確にラベル付けされていること、そしてサプ
ライチェーン内で強制労働に関与していないことを	
証明する文書の提出を、輸出国の政府や民間企業に要求
する新たな水産物輸入規制を策定している。 
最近となる 2018 年には、欧州連合に次いで米国が	

水産物輸入監視制度（SIMP）を導入し、製品の合法性
を証明する堅牢な輸入書類を要求するようになった。
こうした要件を満たすため、漁獲時点から水揚げ、	
加工、輸送、輸出に至るまで、水産物サプライチェーン
の全段階においてリアルタイムで正確かつ検証可能な
情報を収集することを目的として、電子漁獲データ追跡
（eCDT）システムを導入する輸出国が増えている。
輸入国側はこの eCDT システムによるサプライチ

ェーンに沿ったデータを使用して、水産製品に関す	
る検証可能な「釣餌から食卓に上るまでの」情報を	

追跡することで、IUU 漁業	
関連製品を摘発・抑止する
ことが可能となる。こうした
eCDT システムは通常、	
漁船内や陸上、港湾、加工
施設、輸送システムで使用
されるハードウェアとソフ
トウェアの組み合わせで構
成されている。eCDT シス	
テムを利用することで、事業者は水産製品関連情報を
デジタルで文書化し、衛星、セルラー、無線周波数通
信技術を介してオンラインデータ交換サービスにリア
ルタイムで送信することができる。正式な書類が伴わ
ない魚類の輸入と販売を防止する強力な港湾管理措置
と同システムを組み合わせることで、eCDT システム
を介して生成されるビッグデータにより、サプライチ
ェーンへの IUU 漁業の侵入を著しく抑制し、違法事
業者の収益を低下させながら、合法かつ追跡可能な方法
で運営する生産者の市場参入を推進することが可能	
となる。
米国国際開発庁（USAID）の海洋・漁業パートナ

ーシップ（USAID Oceans）は国家・地方政府や水産
業界、また他の民間部門の活動組織や地域組織などの
漁業関係者と連携することで、東南アジア全体におけ

タイのサムットサーコーン
県近くの海洋で漁船を検査
するタイ王国海軍士官。	
違法漁業と強制労働の取	
り締まりを目的として、	
タイ王国海軍は漁船の監視
に新技術を使用している。
AP通信社

タイのプラチュワ
ップキーリーカン
県の漁船で網を引
く労働者等
ISTOCK
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る	IUU	漁業と不正な水産事業者の対策に取り組みなが
ら、eCDT	システムの採用を推進している。2018	年後	
半時点で、海洋・漁業パートナーシップのプロジェク
ト提携組織により、ポリシー、ハードウェア、ソフト
ウェアを含め、大小のマグロ漁船、水揚げ場所やマグロ
加工施設、そして輸送システム全体に	eCDT	システム
が展開され、試験運用が実施されている。米国国際開
発庁の海洋・漁業パートナーシップは、地域の漁業管
理者と政府機関が持続可能な漁獲レベルの維持を管理
し、漁業資源の状況に関する理解を深め、そして人間
の福祉と超国家的犯罪に関連する問題を含め、海洋	
漁業におけるリアルタイムの調査・管理・監視機能を
強化できるように、2019 年を通して	eCDT データを利用
した分析と意思決定の方法を補助していく予定である。

海洋状況に対する意識の向上 
米国国土安全保障省（DHS）および国際海事機関	
	（IMO）によると、海洋領域認識（MDA）とは、責任範	
囲内の関連領域の安保、安全、経済、環境に影響を及

ぼす、または及ぼし得る海上領域内の事象、活動、	
力学を効果的に理解することと定義される。堅牢な	
海洋領域認識能力を確立するには、省庁間、地方政府、
民間部門からの三角法で測定されたリアルタイム	
またはほぼリアルタイムの実行可能なインテリジェンス
が必要となる。海洋領域認識の目的は、さまざまな	
情報源とシステムからの情報の収集、三角法での測定、	
融合、分析、および当該情報に基づく行動を厳格な基
盤として、海賊行為、人身売買、他の形態の超国家	
的犯罪といったさまざまな脅威を検出、防止、	
および抑制することである。
海洋領域認識を効果的に使用することで、東南アジア

だけでなく世界中の経済的、社会的、政治的な安保と
安定を促進できる。最近開催された第5回アワオーシャン会
合（Our Ocean Conference 2018）などのグローバル	
会議では、民間と公共部門両方で関心が高まっている
海上安保の問題が提起されており、共同イニシアチブ
を支援する大規模な投資も実施されている。	

海洋領域認識の目的は、さまざまな情報源とシステムからの情報の収集、 
三角法での測定、融合、分析、および当該情報に基づく行動を厳格な基盤
として、海賊行為、人身売買、他の形態の超国家的犯罪といったさまざまな 

脅威を検出、防止、および抑制することである。

39 ページに続く
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無規制漁業
• 強制労働/人身売買
• 持続可能な漁業の擁護
者は非常に少数派

• 一貫性のない規則の
施行

違法漁業
• 限られた地域協力
• 不十分な国家統治と 
海上管理

• 政府の優先事項におけ
る持続可能性の低さ

無報告漁業
• 安価な魚類の需要増加
• 限られた生計代替手段
• 手頃な価格の技術の
欠如

気候変動、破壊的な
開発、海洋汚染、	
陸上からもたら	
される汚染

魚種と生息地を脅かす違法漁業
サンゴ礁とサンゴ礁に生息する海洋種 沖合・遠洋魚種 軟底相の沿岸性魚種

持続可能性と生物多様性の損傷・悪化

多様性/資源量の減少 生息地の劣化 温度とpHレベルの変化 生殖能力の低下

海洋の脅威

出典：米国国際開発庁の海洋・漁業パートナーシップ

インド太平洋地域には世界で最も生産性が高く、最も生物が多様な生態系が存在している。東南アジアにおける 2 億人 
以上の人口が、この生態系に依存して生活と収入を賄っている。しかし、持続不可能な漁業慣行が同地域の生物多様性、
食料安保、生活を脅かしている。同地域では、IUU漁業（違法・無報告・無規制漁業）、限りある漁業資源、統一基準の
欠如により、人間の福祉を害する状況が永続化されている。近年、漁業部門はこうした状態に焦点を当て始めた。
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中央データ
ベース

技術

漁獲データとトレーサビリティ

衛星またはセルラー接続を介して、
情報が中央データベースにアップロ
ードされる。

2

加工業者に到着した漁獲魚は、缶詰や切り身など、
消費用に加工される。製品が組立ラインを通過する
際に、加工業者がそのデータを取得する。

5

漁獲魚を積んだ船舶が港湾または地
元の水揚げ場所に到着する。カスタ
ムのスマートフォンまたはタブレッ
トアプリケーションを使用して、 
購入者/仲介者がデータを取得する。

3

地元市場または国際輸出市場に送られる最終水産 
製品は完全に追跡可能で、関係者はこれまでの 
工程の全段階における製品のデータを表示できる。

6

海上での漁業中、大小の漁業者がデータ入力ダ
ッシュボードを備えたカスタムの船舶監視装置
を介して漁獲データを入力する。

1

水産物は現地で競売され、すぐに輸
出されるか、または加工業者に輸送
される。データは輸送される水産物
と共に移動する。

4

電子漁獲データ追跡（eCDT）システムにより、政府と水産業界は漁業をより適切に規制し、乱獲を防ぎ、違法漁業を
取り締まる手段が得られる。eCDT データにより、政府は法律を強化して海洋生態系の管理を改善できるようになる。
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ィリピンのジェネラル・サントス市では、 
デジタル水産物追跡システムの実装がほぼ完了
した状態である。これは最終的に全国に拡大
される予定だ。

フィリピン政府はその漁業水産資源局（BFAR）を通じて、 
漁獲時点から輸出までの工程の完全なトレーサビリテ 
ィにより IUU 漁業（違法・無報告・無規制漁業）に対処 
するための独自の電子漁獲データ追跡（eCDT）システムを 
設計した。2017 年 9 月に開催されたフィリピンの第 19 回
全国マグロ会議（National Tuna Congress）において、 
eCDTのパイロットプロジェクトが立ち上げられた。
漁業水産資源局の eCDT システムでは、大型漁船に搭載

された船舶監視システム（VMS）により、漁獲時点で重要
データが収集され、許可地域で魚類が捕獲されたことが確認
される。着港時に船舶監視システムで収集されたデータが
電子的に同局に送信され、漁業取締官はこれを使用して水
揚げを承認し、加工業者への輸送を検証する。 
漁業水産資源局はシステムを完全に接続するため、

米国国際開発庁の海洋・漁業パートナーシップ（USAID 
Oceans）および南コタバト州、コタバト州、スルタン・ 
クダラット州、サランガニ州、ジェネラル・サントスで 
構成されるソクサージェン地方のソクサージェン水産業＆ 
関連産業連合（SFFAII/SOCCSKSARGEN Federation of Fishing
 and Allied Industries, Inc.）と協力を図っている。サントス
市に本拠を置くソクサージェン水産業 ＆ 関連産業連合は、
漁業、缶詰加工、水産加工、養殖・生産・加工などの関連
産業に携わる 100 社以上の企業を含む7つの協会の傘下組

織として 1999 年に設立された非
政府、非営利団体である。

eCDT システムはいくつかの
漁業会社と加工会社で試験運用
が行われている。同システムに
より、これまでに、ツナ・ 
エクスプローラズ（Tuna Explorers
Inc.）、マーケール・シー・ 
ベンチャーズ（Marchael Sea 
Ventures）、レル・アンド・ 
レン・フィッシング（Rell and 
Renn Fishing Inc.）、デックス・
シー・トレーディング（Dex 
Sea Trading）、ジェネラル・ 
ツナ・キャニング（General 
Tuna Canning Corp.）、フィリピン・
シンミック・インダストリアル 
 （Philippine Cinmic Industrial 
Corp.）、RRシーフード・スフィア
 （RR Seafood Sphere Inc.） 
などの企業から25メートル 
トンを超えるマグロが追跡され
ている。 
現時点では、企業はeCDT 

システムと従来型の用紙文書 
システムを併用しているが、 
システムが完全に機能するように

なった際には完全に電子文書に移行することを目標とし
ている。
米国国際開発庁の海洋・漁業パートナーシップとソクサ

ージェン水産業＆関連産業連合は技術の効率性を実証する
ため、漁業会社、缶詰業者、新鮮冷凍加工業者と一連の 
ライブデータ試験を実施している。マニラに拠点を置く漁業
水産資源局のプログラマーと技術者等は、システムの保守
と改善プロセスを主導し、適応システムの設計と管理の 
能力向上に取り組んでいる。 
継続的なパイロット段階で得られた主要な教訓とし

て、繰り返し発生する問題の解決策の立案、中断のない 
システム試験の推進、問題の適時な解決を図る上で、利害関
係者が効率的に一貫してコミュニケーションをとれる体制
を整えることが重要であるということが挙げられる。 
海洋・漁業パートナーシップは漁業水産資源局とソクサ

ージェン水産業 ＆ 関連産業連合と協働して、定期的な会議
やシステム開発ワークショップを通じて提起された技術的
課題に関連する意見交換や解決策協議を促進している。 
こうしたワークショップにより、すべての提携組織が試験中 
に発生した問題対処に取り組み、eCDT システムの実装拡張
に関する行動計画を策定することが可能となった。
海洋・漁業パートナーシップは引き続きインドネシアや

タイなどの東南アジア全域の提携国と協力して、トレーサ
ビリティを改善するための技術的な指針と支援を提供し、
フィリピンで実施したパイロットプログラムの経験を共有
していく構えである。

デジタルで漁業を監視するプロ
グラムを推進するフィリピン

米国国際開発庁

フィリピン・パラワン州のウェットマーケ
ット（生鮮市場）で販売される魚類  

フ
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海上安保は会議で協議された行動
事項の	1	つであり、国家経済成長
への影響と高度な技術革新の要件
が認識されている。
米国国際開発庁の海洋・漁業

パートナーシップによるプロジェ
クトに基づき、東南アジア諸国は
IUU	漁業対策として	eCDT	システ
ムを試験導入しているが、同シス
テムは海洋領域認識を強化し、	
国内および地域の海上安保を強化する
ためにも使用できる。同システ	
ムでは大小のサプライチェーンの
各段階に沿ってリアルタイムで	
ビッグデータが生成されるが、安保
提携国や地域の安保提携組織・	
機関は海上の位置情報、漁業活動、
船舶の動き、並びに正規登録・	
検証済みの漁船乗組員に関する情報	
を分析するなど、このビッグデー
タを使用して既存の海洋領域認識
イニシアチブを強化することが	
できる。また、こうした機能により、
責任ある大小のサプライチェーン
に関与する組織や事業体に権限	
を与え、責任ある合法な漁業慣行	
へのコミットメントを検証することができる。

eCDT	データを海洋領域認識に最も効果的に活か	
すためには、入出港届、漁獲証明書、漁業許可証、	
船舶登録証、乗員名簿、法執行機関データベースなどの
情報が相互運用可能で、政府情報システム間で簡単に
交換できるような仕組みになっている必要がある。	
そうすれば、eCDT	システムを海上保安関連のさまざま
なミッションクリティカル分野に拡大して、不安定
性、過激主義、犯罪、暴力の要因に対処できるように	
なる。2018	年、地域の海洋領域認識強化を目的として、
eCDT	データを国家レベルの安保・防衛提携組織に
実証する方法に関して、海洋・漁業パートナーシッ
プは米インド太平洋軍の太平洋環境安保フォーラム
（PESF/Pacific Environmental Security Forum）と予備
的な協議を開始した。

技術ソリューション
IUU	漁業対策として、東南アジアで展開されつつある
eCDT	システムにより、漁船の動き、運用状況、海上の
位置情報に関する正確かつ検証可能なデータをリアル
タイムで生成できることから、これを利用して海洋領
域認識を強化しながら、現在の調査・管理・監視手段
を改善することが可能となる。たとえば、フィリピンで
は	2017	年	9	月に	eCDT	パイロットプログラムを開始して
いる（補足記事参照）。将来、こうしたシステムがより
広範に浸透して使用されるようになれば、	

認可漁業会社などの数千に及ぶ事業者に関するさまざま
な種類のリアルタイム	eCDT	データが収集されること
で、大規模なデータセットが生成されることになる。	
データを効果的に統合、分析、更新して、正確な	
リアルタイムのリスク分析を実施することで海洋領域認識
を強化し、防衛と安保の優先順位付けが可能となるよう
にするには、リアルタイムの地理空間可視化ツールを備
えたアクティブな機械学習機能が必要となる。
こうした	eCDT	ビッグデータの機械学習とリスク	

分析は、安保アナリストと漁業管理者にとって非常に
貴重なツールとなる。eCDT	システムにより、海上に
所在する漁船とその乗組員の位置情報と動きに関する
情報が得られるだけでなく、海洋の絶滅危惧種と貴重な	
魚種の状況も把握することができる。こうしたビッグ
データを分析することで、漁業管理者は適応的に漁業
や混獲を制限し、指定水域内における禁止漁具の使用
を取り締まることができるようになる。（混獲とは、	
特定の魚種とサイズを対象として漁業している際に、
漁獲対象とは異なる魚類や海洋種を意図せずに漁獲して
しまう状況を指す）eCDT	システムによって生成され
るビッグデータは、ASEAN（東南アジア諸国連合）	
加盟国の海洋領域認識を強化するために使用されること
になる。o

本記事は、契約番号：AID-486-C-15-00001 に基づき、米国国際開発庁のアジア地域開発 
ミッション（RDMA）から支援を受けて作成されたものである。本記事は必ずしも米国国際
開発庁または米国政府の見解を表すものではない。

インドネシア領海に
おける違法漁業の罰
則として押収された	
外国船がインドネシア	
政府の指令により破
壊されるのを見届け
る警察		ロイター

35 ページから続く



40 IPD FORUMFORUM

シップライダー
プログラム

カリフォルニア州ポート・ヒューニーメ
近郊で「パシフィック・ブリッツ	2019
（Pacific Blitz 2019）」演習に励む米国	
沿岸警備隊員
マシュー・マサシ（MATTHEW MASASCHI）一等兵曹/米国沿岸警備隊
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自由で開かれたインド太平洋地域を目指して、戦域安全保障協力を推進	
する米国沿岸警備隊
ウォーレン・N・ライト（WARREN N. WRIGHT）少佐/米国沿岸警備隊

米インド太平洋軍（USINDOPACOM）国別地域部隊
および提携・同盟諸国の戦域安全保障協力（TSC）の
取り組みにより、数十年にわたりインド太平洋地域の
結束が維持されてきた。戦域安全保障協力は地域の	
政治関係への好影響、有害な外部影響への対抗、そして
安定性と安全性の向上を図る一種の軍事外交として	
機能する機構である。
戦域安全保障協力プロジェクトを通じて、米インド	

太平洋軍の隷下部隊は軍隊の即応性を活かし、人道支
援・災害救援（HADR）を実施することで、相互利益	
をもたらす活動を通して地域の政府機関間の協力関係
を強化している。戦域安全保障協力の取り組みは、「世界
諸国と経済が依存する海洋と空路をすべての国が自由
に利用できる状態を維持すべきである」という考えを
唱える米インド太平洋軍のフィリップ・S・デービッドソン
	（Philip S. Davidson）司令官の「自由で開かれたインド
太平洋」構想を支援するものでもある。

二国間協定
米国沿岸警備隊（USCG）の主要な海上安保協力計画	
	「シップライダー（Shiprider）」プログラムは米インド太	
平洋軍内で毎年成長を続けている。戦域安全保障協力を通
して、米国沿岸警備隊は太平洋地域全体にわたる国々と
締結している11件の二国間漁業法執行協定に基づき定期
的に活動を展開している。同協定により、重要な地域の
資源を保護することを目的として、米国沿岸警備隊の隊

員と法執行担当者は同警備隊と米国海軍（USN）の船舶
を使用して協定締結国と協働することができる。米国	
国防総省が統括する戦域安全保障協力プロジェクトと同様
に、米国沿岸警備隊のシップライダープロジェクトは、
太平洋地域のシップライダー協定締結国が資源を保護し
ながら法律や規制を執行する能力を構築できるように	
支援することで、締結国の主権を推進するものである。
米インド太平洋軍は、戦域安全保障協力プログラム

により、地域の軍隊の多様な専門能力を開発して活用	
する活動と演習を通じて、地域の均衡維持を達成すること
に励んでいる。これには、精巧な能力を備えるオースト	
ラリア、日本、韓国、シンガポールなどの国々から過渡期
にあるフィジー、フィリピン、ベトナム、そして資源の
制約のために能力が依然として未発達の状態にあるミク
ロネシア連邦、キリバス、マーシャル諸島に至るまで、
さまざまな国が含まれる。こうした提携諸国と米国	
の関係は、異なる能力を要因として考慮に入れ、さまざまな
適格性の改善を支援できるように構築されている。
米インド太平洋軍の戦域安全保障協力プログラム

は、太平洋地域の提携諸国と米国の持続的な共同活動の
恒常的な礎となっている。プログラムでは、運用能力と
組織能力を構築して、提携国の能力を開発することに重
点が置かれている。また、これにより地域の提携国が	
省庁間活動に従事する枠組も提供している。こうした活動
により、国務省や内務省などの他の米国政府機関のプロ
グラムも補完・強化される。

ミクロネシア連邦チューク州でウェルネスチェックを行う米国海軍のナタリー・スプリッツァー（Natalie Spritzer）中尉。同演習は複数国が
関与する人道支援・災害救援の準備活動としてインド太平洋地域で実施されている取り組みの中で最大の年次多国籍演習である。|「パシフ
ィック・パートナーシップ	2019」演習の一環としてウェルネスチェックを行うペルー海軍のジョン・ガマラ（John Gamara）大尉

タイレル・モリス（TYRELL MORRIS）一等兵曹/米国海軍
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貿易の保護
グローバルサプライチェーンに	
必要な太平洋航路を確保するため
に、米国にとっては国際通商の	
ための高速航路を安全に維持する
ことが常に重要な課題となって	
いた。インド太平洋の大部分に広が
る太平洋諸島地域は、その領海の	
経済的価値の重要性を共有している。
資産管理に成功している天然資源
豊富な国もあれば、単独で成功す
る能力が不足している国も存在す
ることで、この経済は常に動的	
である。こうした諸国では直面	
する安保問題もそれぞれに異なる。
この非常に活発な地域に関連して、
貿易を確保するには安保が必須と
なるいう認識の下、中国やインド
などの勢力を拡大しつつある国々
が貿易と安保目標を声高に議論す
るようになってきた。同地域にお
いて各国がその取り組みをどのよ
うなアプローチで展開するかもそ
れぞれに異なる。資源・領土管理
に基づく合意を支持する国もあれ
ば、利用性の確保と将来的な提携関係に同意する国も
ある。 
中国は太平洋諸島地域で	2 件のプログラムに着手し

ている。中国人民解放軍海軍、中国海警局、他のほと
んどの国よりも大型の漁船を保有する漁民などで構成	
される海上民兵による海上武装勢力を構築し、それを
中国の一帯一路政策に組み入れ、中国から東南アジアと	
太平洋諸島をつなぐ分枝した物流大動脈を築こうとし
ている。
米国は二国間協定と	3	つの米国領、そして太平洋地

域における米国の戦略的存在感を促進するミクロネシア	
連邦、マーシャル諸島、パラオとの自由連合盟約に	
より地理戦略的優位性を享受しているように見受けら
れるが、中国のイニシアチブはまさしくこれを標的に
しているように見える。
中国は太平洋島嶼諸国に的を絞った略奪的な開発支援

を提供することにより、オーストラリア、ニュージ	
ーランド、フィジーなどの米国同盟・提携諸国が米国
との関係を損なうことで、地理戦略的な均衡を	
崩すことを狙っている。
米国はオーストラリアやニュージーランドなどの地

域提携国と協力して地域の安定化を図り、フィジーや
パラオなどの小規模な提携諸国と連携しながら回復力
の強化に努めている。こうした目標を達成するには、
国外に進出し、政府間の安保の取り組みおよび戦域安全	
保障協力を通じて、社会の人的交流と文化交流を促進
することが最善策となる。  
海事については、太平洋地域の多くの国々にとって

米国沿岸警備隊が最適な提携機関となる。米国海軍は
優れた軍隊であり、太平洋全体における米国の主権と

航行の自由の保護を司ること
ができる。こうした米軍が	
海上法令を執行し、環境保護に	
も従事していることから、	
米国の友好国の多くはこうした
軍事力を備えていなくても、
その必要性を感じることなく
安心していられる。

安保協力
米国沿岸警備隊の戦域安全	
保障協力プロジェクトの焦点
は、海洋状況に対する意識、
対応能力、予防手段、管理	
インフラを向上させることで、
海上の安全と安保を確保する
ことにある。戦域安全保障協力
を通じて、米国沿岸警備隊と
機関間連携組織が太平洋地域
の友好諸国と政府/非政府組織
と共に活動を実施することで、
友好国は内陸水路、領海、	
排他的経済水域（EEZ）の	
海上安全を維持するための	

自立能力を強化することができる。
米国沿岸警備隊は、沿岸警備隊第	14	管区、沿岸警

備隊の国際情勢・外交政策局（CG-DCO-I）、米国太平
洋艦隊（PACFLT）、およびネバダ州兵の協力により、
機動訓練部隊、機関間で連携する教官、国際的な教官
を使用して継続的に諸国に関与している。こうした	
米国沿岸警備隊の能力開発活動は米国大使館が所在する	
国や友好国と一緒に計画策定されており、前述のよう
に、これにより国務省のプログラムが補完される。	
有能で規律を守り、民間当局に対して責任を持ち、	
そして国と国民の福利に尽力する専門的な人員を育成
することを目標としている。
同地域における攻撃性と強制力に対抗するための	

鍵は、関係の構築・維持である。米国沿岸警備隊の	
シップライダーなどの戦域安全保障協力プログラムに
より、米国は友好国が主権を維持して独立した活動を
遂行する際に手を差し伸べながら、永続的な関係を構築	
することができる。2010	年以来、こうした二国間海洋
法執行（MLE）シップライダー（乗船）協定により、
米国は同国の船舶や航空機の利用基盤および海洋法執行
に関する専門知識を提供し、太平洋諸島の当局者に	
よる執行権限の行使を支援してきた。
こうした協定により、太平洋諸国は同地域における

海洋法執行能力の不足を解消し、協力、調整、相互運
用性を改善し、そして	IUU	漁業（違法・無報告・無規
制漁業）などの違法活動を効果的に取り締まる能力を
構築することができる。また、協定締結国の法執行官
が米国沿岸警備隊と米国海軍の船舶や航空機に乗り込
み、同じ基盤を利用して海上監視や臨船審査を実施す
ることができるようになる。

臨船審査を実施するため、西太平洋における
不審な漁船に接近する米国沿岸警備隊員とオ
ーストラリア漁業管理局（AFMA）職員  
サラ・ミューア（SARA MUIR）上等兵曹/米国沿岸警備隊
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通常、米国沿岸警備隊の船舶隊、航空隊、海洋法
執行隊がシップライダー協定を執行するが、オセア
ニア海上保安構想（OMSI/Oceania Maritime Security 
Initiative）を通じて米国太平洋艦隊が共同乗船を支援
するなど、米国海軍と協定締結国の船舶や航空機が	
投入される場合もある。 
米国沿岸警備隊のシップライダープログラムは、革新的

かつ協力的な手段として、継続的に同地域に効果的に好影
響をもたらしている。太平洋地域における友好諸国との	
二国間シップライダー協定の浸透を推進することで、	
米国沿岸警備隊は同地域の安定性強化を促進している。

より深いコミットメント
太平洋諸島地域における中国の勢力拡大に対抗するため
には、米国とその同盟諸国にとって、太平洋諸島の友好諸国
との関係を見直してより関与を深めることが不可欠となる。	

米国沿岸警備隊のシップライダープログラムは、他の米インド	
太平洋軍の戦域安全保障協力プロジェクトと連携してこの
ニーズを満たすように完全に調整されている。
実際のところ、太平洋地域のさまざまな諸島と米国の間

で個別に締結されている11件の二国間協定が、共有環境・
海洋資源への投資、海事の安全と安保において共通の関心
を持つ国家間の透明性の高い合意、そして中部太平洋と	
南太平洋全体における公正かつ相互的な貿易への取り組
みを推進する地域提携体制の基盤となっているようである。
すべての国が利用できる自由で開かれたインド太平洋	

を維持することを目的として、米国は提携諸国と	
緊密に協力を図っていく構えである。シップライダー	
プログラムへの関心の高まりからも分かるように、米国
沿岸警備隊は米インド太平洋軍の任務を直接的に支援
しながら、米国の提携諸国の安定と安保の強化を継続
的に推進する独特な立場にある。o

米国沿岸警備隊のシップライダー協定
米国国際開発庁

米国沿岸警備隊は東太平洋地域と西アフ
リカ地域の諸国と締結している	16	件の	
二国間海洋法執行シップライダー（乗船）
協定を定期的に執行している。最も新し
いシップライダー調印国は、2018	年	11

月に協定を締結したフィジーである。	
同協定を締結することで、締結国の防衛担
当者や法執行官は米国沿岸警備隊と米国
海軍の船舶に乗船し、排他的経済水域や
公海を航行する船舶を観察・保護し、	
法規制違反が疑われる場合は臨船審査を
実施することができる。
シップライダー協定により、世界の	

海洋法執行における隙間や抜け道を埋め、
協力、調整、相互運用性を改善し、そして
IUU	漁業（違法・無報告・無規制漁業）
などの違法活動を効果的に取り締まる	
能力を構築することができる。同協定は
オーストラリア、ニュージーランド、	
フランスなどの提携諸国との取り決めを
補完・強化することを目的としている。
たとえば、フィジーの法執行官は	

米国沿岸警備隊と米国海軍の船舶に「乗船
員（シップライダー）」として乗り込んで
任務を執行することができる。この任務
には、違法漁業や違法薬物などの密輸と
いった違法行為への関与が疑われる船舶

の取り締まりが含まれる。2018	年に	
発表された米国沿岸警備隊の報告書に	
よると、過去	6	年間に	103	隻の米国沿岸
警備隊と米国海軍の船舶に協定締結国の
執行官が乗船し、33	件の違反が摘発され	
ている。
二国間海洋法執行シップライダー協定	

により、締結国による自国の法規制執	
行を米国が支援することで、協定締結国
の主権が推進される。他の諸国や他地域
におけるシップライダー協定の導入を	
推進することで、世界的な海洋法執行の
取り組みを強化できる可能性がある。
米国は中国とも公海流し網操業対策

を目的とする二国間シップライダー協定
を締結しており、
他にはカーボベル
デ、ガンビア、ガ
ーナ、シエラレオ
ネ、セネガルなど
の西アフリカ諸国
とは	5	件の二国間
シップライダー協
定、またクック諸
島、フィジー、キ
リバス、マーシャ
ル諸島、ミクロ	

ネシア、パラオ、ナウル、サモア、トンガ、
ツバル、バヌアツなどの太平洋島嶼国と
は	11	件の恒久的な二国間シップライダー
協定を結んでいる。
米国沿岸警備隊は中国とは過去	23	年

間にわたり、西アフリカ諸国と太平洋島
嶼国とは過去	9	年間にわたり、シップラ
イダー協定に基づき継続的に共同で国際
的な漁業法の執行に取り組んできた。
シップライダー協定は世界の海洋を

より効果的に規制できる革新的かつ協力
的な手段である。シップライダー契約に
関心のある国は、ぜひ米国沿岸警備隊	
または地元の米国大使館に問い合わせてい
ただきたい。

二国間シップライダー協定に基づき、パラオの排他的経済水域	
の漁船（写真なし）に接近する共同搭乗隊  

サラ・ミューア（SARA MUIR）上等兵曹/米国沿岸警備隊
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同盟	
＆

革新	
将来的な軍事作戦の鍵

FORUM イラスト
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FORUM：本年の「ヤマサクラ」は過去に実施
された演習とどう異なりますか？

ブラウン大将：「ヤマサクラ（YS）」演習は米国	
の最も重要な同盟国の	1	つである日本で実施	
される主要軍事演習です。日米同盟を考慮する
と、これはまさしくインド太平洋地域の安保を
確保する礎となります。「ヤマサクラ」では、	
可能な限り最高のレベルで訓練を実施することが
できます。本年は演習がさらに複雑化されました。
マルチドメイン作戦の一部の側面を取り入れ、
陸・空・海だけでなく、サイバーと宇宙を含め
て全領域に対応できるようにしています。世界
のどこかで有事が発生した場合に備えて即応体
制を整えておく必要があります。同盟を築くの
にはそれなりの理由があるのです。同盟国とは
最も親密な提携国です。危機が発生する前に、
こうした関係を確実に構築しておく必要があり
ます。朗報として、自分が見た演習の中で「ヤ
マサクラ」が最高だと言えます。20	年以上前
に、自分も同演習に参加しました。 

FORUM：マルチドメイン作戦の概念およびそ
れが軍隊にどのように関係するかをご説明いた
だけますか？

ブラウン大将：これまでしばらくの間は新しい
概念というものが出ていませんでしたが、世界
が変化したことで、マルチドメイン作戦という
新しい概念が生まれました。これは実に革新的
な可能性を秘めた進化するプロセスです。従来
は空地統合作戦が非常に効果的でしたが、状況
が変化しました。米国が全領域で優位に立って
いた時代は終わりました。長年にわたり、どの

領域でも優位性を確保していないと言えるか
もしれません。技術により物事が変化したこと
で、ある意味、米国やその提携・同盟諸国に危
害を加えようとする敵は味方よりも高速な機動
性を備えています。マルチドメイン作戦とは、
多方面から敵を窮地に追い込み、味方には選択
肢を与えて、敵がこちらの動きを察知しにくく
なる状況を作り出すものです。これには全領域
で機動を実施する必要があります。機動とは、
相対的な優位性を得るために、戦力を適切な地
点に移動させることです。今回の演習でも、敵
の不意を付き、作戦を確実に成功させるために
マルチドメイン作戦を活用しています。今回は
日本の防衛を想定した構成になっていますが、
これはどのような状況でも活用することができ
ます。敵に動きを察知されないようにし、多方
面から敵を窮地に追い込み、板挟みの状態に陥
れ、そして味方ではなく、敵が意思決定を迫ら
れる状況を築くのです。

FORUM：パシフィック・パスウェイズによる
陸軍の巡回について、訪れる国は減少します
が、協力方法に対する理解を深化させるため
に、1ヵ所の地域社会に滞在する期間が延長	
される予定です。この変更により提携国にもたら
され得るメリットについてお聞かせください。

ブラウン大将：パシフィック・パスウェイズが	
立ち上げられたのは約5年前のことになります。
これは、米国が太平洋地域全体、実際のところ	
世界中で展開した中で最も革新的かつ効果的な
軍隊関与プログラムの	1	つです。遠征、	
カスタマイズ、規模の変更可能性、そして紛争
やそのような状況に陥ることなどについて言及
するのは簡単ですが、実践しない限り、それは
口先だけのもので終わります。パシフィック・
パスウェイズにより、米軍は実際の活動を展開
しています。これまでの5年間は	3、4	ヵ国を巡
回して、その原則を実践することに焦点を当て
ていました。将来的には、パシフィック・パス
ウェイズ	2.0	に移行して、構成を調整し、主要国で
の滞在期間を延長することで、より強力な提携
体制と同盟関係を構築することを検討していま
す。一部の国には最大で6ヵ月間滞在します。	
そうすることで、現地と協力を図りながら、	
その国の真のニーズを満たすことができるように
なります。常に現地の人々から学ぶ事柄があ
り、そして現地の人々も米軍の活動から何かを
学んでいます。我々が優れている点もあれば、
現地のほうが優れている要素もあります。滞在
期間を延ばすことで、より時間をかけて同盟・
提携関係を構築することが可能となります。	
これが実際に現地に存在するいうことであり、
これは非常に重要な事柄です。米インド太平洋軍
	（USINDOPACOM）司令官にとって、有事が	
発生した場合には選択肢があるほうが好ましい
状況です。パシフィック・パスウェイズの部隊	
	（旅団）が現地に滞在していることで、たとえ	
司令官が国際日付変更線の西側にいても、万が

2018 年 12 月に実施された日米共
同方面隊指揮所演習「ヤマサク
ラ」を視察した太平洋陸軍 
 （USARPAC）司令官のロバート 
・B・ブラウン（Robert B. 
Brown）大将に FORUM がインタ
ビューしました。ブラウン大将に
こうした演習の重要性、マルチド
メイン作戦、パシフィック・パス
ウェイズ 2.0、インドによる地域
的な影響力の拡大、中国との超競争
 （ハイパーコンペティション） 
についてお聞きしました。
FORUM スタッフ
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一インド太平洋地域で事態が発生した場合も
より迅速に対応できる選択肢が得られます。
現在、この真に革新的なプログラムはさらに
革新的な段階に移行しており、これにより、
米軍の国防戦略の重要部分となる主要提携・
同盟国を構築していくことになります。

FORUM：米国は意図的に将来的な提携体制
にインドを組み入れる努力を強化していま
す。同地域におけるインドの役割の進化	
および米国との提携関係についてお聞かせ
ください。

ブラウン大将：米国は世界で7ヵ国と同盟を	
結んでいます。そのうちの日本、韓国、フィリピン、
タイ、オーストラリアの	5	ヵ国は太平洋地域

に位置しています。同盟国は重要ですが、	
提携国も重要です。そして、新たに関係を築
くことも大切です。米印関係は急速かつ継続
的に成長しています。インドは世界最大の民
主主義国です。同国が与える同地域への影響
は巨大です。米国太平洋軍という名称が米
インド太平洋軍に変更された理由の	1	つとし
て、インドとインド洋が同地域に及ぼす影響
の大きさが挙げられます。時に米国はこれ
に十分な注意を払っていませんでした。米国
は	5	ヵ年計画を活用して演習を複雑化し、	
インドと関与する機会を増やしました。今後
数年間、インドはインド太平洋地域への主要
参入国となります。より密接により多くの国々
と連携することが未来への道です。同盟・	
提携国があることでもたらされる非常に大きな	

「より密接により多くの国々と連携することが未来へ
の道である」

2018 年 12 月に北海
道の東千歳駐屯地で
実施された「ヤマサ
クラ 75」演習中、
陸上自衛隊・第 37
代北部方面総監の
田浦正人陸将と対面
する太平洋陸軍司令
官のロバート・B・
ブラウン大将
エリカ・アール（ERICA EARL）
三等軍曹/米国陸軍

– ロバート・B・ブラウン大将
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メリットの1つとして、5、6	ヵ国が問題解決
に協力してくれることが挙げられます。	
単独で取り組むよりもずっと楽です。そして、
同盟・提携国と協力を図ることで、すべての
国の利益のために、自由で開かれたインド
太平洋を維持することができます。

FORUM：ブラウン大将は最近のインタビ
ューで、米国は中国と超競争に陥っている	
ことから、その結果として米国の多国間関係
の構築活動が活発化されたとおっしゃい	
ました。これについて詳しくご説明いただ
けますか？

ブラウン大将：下級士官から現在の軍位に
就くまでの	30	年以上にわたり、異なる階級
でさまざまな任務に携わってきました。	
その間、大した事態が発生していない「フェ	
ーズ・ゼロ（平時）」と呼ばれる状態を経験
しましたが、今日はそのような状況は皆無
となりました。現在は常に競争が発生して
おり、それが多くの分野に渡っています。
経済競争もあります。安全保障競争は間違
いなく発生しています。多くの場合、こ
れは「ハイパーコンペティション」と呼ば
れています。そのため競争力を保持する必

要があり、同盟・提携国がその鍵となりま
す。7ヵ国の同盟国のうち5ヵ国が太平洋地
域に位置しており、米国は提携国と友好国
をさらに増やしています。困難な問題に取
り組むとき、味方として関与してくれる国
が多いほど、より良好な解決や成果が導か
れます。米国はそれを災害対策で経験して
います。北朝鮮に対応する際にも経験しま
した。このときは全世界、そして国連が	
核兵器保有反対を訴えました。多国間、	
多国籍が未来のあるべき姿です。競争段階
にあるときは、支援を差し伸べてくれる提携国
や友好国を持つことが本当に重要となりま
す。米国の目標は自由で開かれたインド太
平洋を実現することです。ここは世界で最
も急成長している海洋です。法治に基づく
国際秩序、および一部の国だけでなく、す
べて国に利益がもたらされるようにすべて
の国が利用できる自由で開かれたインド	
太平洋を実現することで、最大の経済と信じ
られないほどの成功がもたらされます。o

2019 年 3 月、提携
国間の相互運用性、
軍事能力、関係の	
構築を目的とする	
年次演習「サラク	
ニブ（Salaknib）」
実施中、通信機器	
を操作するフィリ	
ピン軍の兵士（左）
とロン・マクヴィ	
ー（Ron Mcvey）	
一等軍曹
コーディ・ジョーンズ（CODY 

JONES）二等軍曹/米国陸軍
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国は	2007	年、地上発射型中距離	
ミサイルを使用して、機能して	
いない気象衛星を意図的に破壊する
ことにより、自国の衛星攻撃能力
実験を行った。この実験により、
直径	10	センチを超えるデブリが
3,300	個以上発生した。欧州宇宙機

関（ESA）によると、これらの破片はどれも、衝突す
ると、地球を周回する通常の衛星や、国際宇宙ステー
ション（ISS）にとってすら、壊滅的な打撃となる。
このミサイル実験では、1	センチほどのデブリ

も	20万個以上発生しているが、宇宙船を無力化した
り、ISS	のシールドを貫通したりするのに足る大きさ	
である。塗料粒くらいの	1	ミリ未満の小片と衝突し	
ても、その衝突により衛星サブシステムを破壊する	
恐れがある。というのは、このような小片ですら	
時速	24,700	キロ以上で軌道を飛行するためである。

1979	年テキサス州ヒューストンのジョンソン宇宙	
センターに設立された米航空宇宙局（NASA）軌道	
デブリプログラム局の首席科学者であるニコラス・	
ジョンソン（Nicholas Johnson）氏は、「これらのデブリは
いずれも、将来的に、高度約	400	キロから	2,000	キロまで
の低地球軌道で活動する宇宙船の任務を大きく混乱さ
せたり、終結させることが起こりうる」と説明した。	
	「この衛星の破壊が示すのは、50	年間の宇宙活動の	
うち最も多量で深刻な破砕である」と、同氏は	2007	実験
後に	space.com	に語った。
その	2	年後、「コスモス	2251	号」として知られてい

る、機能が喪失した	950	キロのロシアの人工衛星が、	

機能している米国イリジウム商業衛星と衝突して破壊
し、さらに	2,000	個の大きな破片と	10	万個を超える小
さな破片が発生した。この	2	件の衝突事件を合わせる
と、低地球軌道のデブリ量が	60%	増加し、その増加	
した破片のうち	3	分の	1	以上が	20	年以上軌道に残った
ままである。
過去	10	年間、軌道にあるデブリから衛星への潜在的	

脅威は増え続けている。ESA	の推定によると、	
直径が	10	センチを超えるの宇宙塵は、最大で	34,000
個、1cm	から	10cm	までの物体が	90	万個、地球を周回
する	1	ミリから	1	センチまでの大きさの物体が	1	億	2800
万個あり、合計で質量は	8,400	トンを超え、つまりは、
エッフェル塔の金属構造体の質量よりも多くなる。	
この数字には、2,900	基を超える衛星が含まれており、
これらの衛星は機能していないが軌道に残っている。
この脅威を減らすため、米国戦略司令部

（USSTRATCOM）が主導する米国宇宙監視ネッ	
トワーク（SSN）は、加盟国のグローバルネットワー
クを頼りに、宇宙物体に関する情報を識別し、追跡
し、共有している。SSN	として宇宙デブリを追跡し	
ている、米国空軍第	18	宇宙管制通信隊（SPCS）の	
宇宙飛行リーダであるダイアナ・マッキソック（Diana  
McKissock）氏によると、国際的に運用されている	
さまざまな衛星、センサー、光学望遠鏡、レーダー	
システム、スーパーコンピューターを使って、SSN	は
軌道にあるソフトボール程度かそれ以上の大きさの	
人工物を	25,000	個以上積極的に追跡し、衝突が迫	
っていることを世界中のオペレーターに警告している。 
例えば、米国空軍は、2018	年、942,143	件の能動衛

星との衝突の可能性と、6,469	件の緊急事態の可能性と
を文書で記録したと、マッキソック氏は	The Watch	誌
に語っている。オペレーターは、その情報に基づい
て、週に2回ほど衛星の位置を変更している。最近	
の宇宙に危険をもたらすもののうち主なものは、	
機能が喪失した中国の天宮	1	号宇宙ステーション	
であった。この天宮1号は、2018	年	4	月	2	日、制御不能	
のまま地球に墜落したが、その炎が消えるまで地上	
の人々を脅かした。幸いにも、デブリはハワイの	
南約	4,000	キロの太平洋上に落下した。

混雑した軌道
特に、野心が高まるにつれ、宇宙にアクセスしやすく
なり過密するため、宇宙任務が原因となり生じたり新
たに発生したりする人工デブリの管理がますます厳
しいものとなっている。米国に本拠を置く非営利科

						宇宙			
廃棄物

THE WATCH スタッフ

軌道デブリから地球を守る協力   

中
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学団体「憂慮する科学者同盟（Union for Concerned 
Scientists）」によると、現在	60	もの政府機関が	2,060	基
以上の能動衛星を運用しており、12	の国と	1	つの運営
団体が打ち上げ能力を保有しているという。現在の	
ところ、質量	50	キロ超の人工衛星が毎年平均で	300	基打	
ち上げられているために、軌道上の衛星数が今後	10	年
間で	3	倍以上に増える可能性があると専門家は予測	
しており、またそのペースはさらに加速すると見られて
いる。宇宙航空研究開発機構（Aerospace Corp）が	
発表した	2018	年政策文書によると、地球を周回する衛星	
数は今後	20	年以内に	10	倍の	16,000	まで増加し、	
それに伴って、警告数も増える可能性がある。
宇宙システムによって、軍事部門および商業部門に

その能力を有する国々は、技術的、戦術的および経済

的に優位となる。衛星は、ナビゲーション、精密な	
照準設定、ドローン操作、通信、戦場や戦場以外に	
おけるリアルタイムの状況認識を強化する。SpaceX	や
OneWeb	といった一部の民間企業は、何千基もの小型
衛星の打ち上げを計画している。 
衛星に対する世界の依存度が高まっていることから、

協力関係を強化し、パートナーシップを構築する	
必要性が高まっていると、専門家らは指摘する。アメリカ
戦略軍（USSTRATCOM）の計画・政策局長で	
あるニーナ	M.	アーマグノ（Nina M. Armagno）米国空	
軍少将は、2018	年	4	月、「世界的に宇宙開発能力が拡大
し、これらのシステムの利用から恩恵を受ける人々の
数が増えるにつれ、宇宙の防衛、安全性、持続可能性
を確保するために協力することが、我々のためになる

国際宇宙ステー
ションの飛行管
制官は、宇宙に
漂う破片から離
れるよう、定期
的に宇宙ステー
ションを回避操
作する。この画
像は、宇宙ステ
ーションから見
下ろす地球の夜
景の街灯と、地
球大気圏の外縁
に沿うオーロラ
の緑色の光を映
している。
NASA
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のだ」とし、「宇宙領域は、共同で保護し
管理するのが最適なグローバル資源	
である」と述べている。

国際協力
各国はすでに、宇宙塵を制御する技術	
だけでなく、監視能力を改善するために	
協力している。宇宙で安全に操作するため	
に、USSTRATCOM	は	14	カ国と	2	つの	
政府間機関を含む	89	の機関と宇宙状況	
把握（SSA）協定に署名し、データを	
共有した。オーストラリア、ベルギー、	
カナダ、デンマーク、フランス、ドイツ、	
イスラエル、イタリア、日本、ノルウェ
ー、韓国、スペイン、アラブ首長国連
邦、イギリス/英国、ならびに、ESA	や
欧州気象衛星開発機構（Exploitation of 
Meteorological Satellites）などが含まれ
る。USSTRATCOM	は、ソ連がスプート
ニクI号を打ち上げた	1957	年以降、宇宙塵
を監視しており、65	社以上の商業衛星会
社とも情報を共有し、ネットワークの拡大
に取り組んでいる。「世界中の誰もが我々

各国は協力して、宇宙デブリを軌道から除去する	
方法を開発し、国際宇宙ステーション（ISS）で多く	
のシステムを試験的に実験している。サリー大学	

のサリー宇宙センター（Surrey Space Centre）の所長、	
グリエルモ・アグリエッティ（Guglielmo Aglietti）氏が率いる	
研究者たちのコンソーシアムは、宇宙塵をつないだり、銛を
打ったり、網を張ったりして、地表から約	200	キロメートル
までごみを降下させて地球大気圏に再突入させ、燃焼させる
方法を開発している。これらの実験の先頭をいくデブリ除去
（RemoveDebris）衛星は、2018	年	6	月に日本の実験モジュ
ールのロボットアームによって	ISS	から展開され、一連の実験
を開始した。
	「私たちは、先頭となってこのような宇宙デブリのますます	

大きくなる問題に挑むため、革新的な能動的なデブリ除去	
システムの開発に長年取り組んできた」と、デブリ除去衛星
に搭載されている重要な技術のうち	3	つを開発した、エアバス	
・スペース・システムズ社の社長であるニコラス・チャー	
ムシー（Nicolas Charmussy）氏は言う。「世界中のチームと
緊密に連携を続けて、我々の専門知識をこの問題の解決に役
立つようにしていく」と。
さまざまな宇宙開発国の宇宙科学者たちも、あらゆる大き

さの宇宙塵を蒸発させることのできる高出力レーザーの開発
に取り組んでいる。2015	年、日本の研究者たちは、ごみを	
標的にするために、小型レーザーをビームに集束し、それを	ISS 

の日本のモジュールまたは衛星に取り付けることを初めて	
考案した。陝西省西安にある中国空軍工大の研究者らは、衛星	
搭載型レーザーを使って、幅	10	センチ未満の破片を含む軌道
デブリを爆破することを考案した。彼らは、このアプローチ
を、2018	年	2	月に、Optik、International Journal for Light 

and Electron Optics	に発表した。
一方、ライブ・サイエンス社（Live Science）のウェブサ

イトが	2018	年	6	月に報じるところによると、ロシアの宇宙機関	
の研究開発部門であるプレシジョン・インスツルメンツ・	
システムズ社（Precision Instrument Systems）は、軌道に
ある宇宙塵を追跡して、爆破して消滅することのできる3メー
トルの光学望遠鏡を建設する計画をしている。

将来のリスクを軽減
将来的には、宇宙空間がより混雑するにつれて、ケスラー効
果により宇宙塵はさらに危険なものとなる恐れがある。1978

年の仮説には、宇宙に存在する物体の密度が増加するにつれ
て、それらが衝突する確率も増加することが含まれている。
混雑した軌道でケスラー・シンドロームが起こると、1	つの	
衝突によって次々と衝突が起こり、宇宙塵の衝突という悲惨な	

	「宇宙領域は、	
共同で保護し	
管理するのが最
適	
なグローバル資
源である。」

米国空軍ニーナ・M・アルマーニョ	
（Nina M. Armagno）空軍少将

脅威を管理
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数で表す	
宇宙デブリ

1957 年宇宙時代の始まり以降
のロケット打ち上げ回数：
約 5,450（失敗を除く）

地球の軌道上に配置された衛星
の数： 	
約 8,950

これらの内なお宇宙に存在して
いる数：  
約 5,000

これらの内なお機能してい 
る数：
2,060 以上

宇宙監視ネットワークにより追
跡されているデブリの数：
約 25,000

1 年に発生するブレークアップ、 
爆発、衝突、または異常の 
推定数：
500 以上

地球の軌道上にあるすべての 
宇宙物体の総質量：
8,400 メートルトン以上

連鎖反応が生じることとなり、この連鎖反応は地球の軌道領
域全体を衛星の往来に近づける可能性がある。 

しかし、たいていの宇宙科学者はこのようなことは	
起こらないと考えており、たとえ起こったとしても数十年間	
起こらないと考えている。「理解できなかったと言っているのでは	
なく、手際よくこの問題を扱う必要がないと言っているわけ
でもない」と、米国空軍上級宇宙運用学校（U.S. Air Force’s 

Advanced Space Operations School）で教える軌道力学	
エンジニアであるジェシー・ゴスナー（Jesse Gossner）氏は、	
ウェブサイト	Business Insider	に語った。「しかし、近い	
将来、手に負えない問題になるとは思っていない」	
とコメントしている。
ゴスナー氏をはじめとする多くの専門家は、衝突の可能性

がある該当物（parties）を発見して追跡し、警告を発する	
ことが、デブリを管理する最も効果的な方法だと考えている。	
	「我々が制御する能動衛星を使用して監視するだけで、衝突	
を回避することになる」とゴスナー氏は語った。「衛星だけで
はなく、衛星が生み出すデブリにとっても、極めて重要な	
問題になるであろう」と。現在のところ、宇宙科学者のなかに	
は、追跡できない最小粒子が最も大きなダメージを与える	
可能性があると主張するものもいる。 

宇宙への野心と依存が高まるにつれ、あらゆる種類の宇宙	
デブリが国際社会にとって継続的な課題となることは間違	
いない。「宇宙は脆弱な領域であるため、そのようなリスクを
軽減し、脅威を軽減する方法を考える必要がある」と、当時
新アメリカ安全保障センター（Center for a New American 

Security）のシニアフェローだったエルブリッジ・コルビー	
	（Elbridge Colby）は、2016	年	1	月	Washington Post	紙に語	
っている。コルビー氏は現在、米国国防総省（DOD）において、	
戦略・戦力開発担当の国防次官補代理を務めている。 

ドナルド・J・トランプ米国大統領が	2018	年	6	月に発	
表した新しい米国宇宙軍（U.S. Space Force）は、こうした	
課題に取り組む予定である。トランプ氏はまた、宇宙	
状況把握（SSA）の任務を米国商務省（U.S. Commerce 

Department）に移管する作業も進めている。米国戦略司令官
であるジョン・ヒュテン（John Hyten）空軍大将は、2018	年
6	月	22	日、新たな宇宙司令部の構成とは関係なく、米国国防
総省内の	SSA	の任務を国家安全保障上の理由から継続する
と、下院軍事委員会に助言した。「そのことは変わらない・・・
潜在的な脅威から身を守るためにはその情報を持っている	
必要があるからだ」と。
そうしないと、費用が莫大なものとなるのだ。「我々は	

日々、衛星の脆弱性に気づかずに、衛星が提供するサービスを	
利用し依存している」と、サウサンプトン大学の宇宙飛行	
研究責任者であるヒュー・ルイス（Hugh Lewis）博士は、	
2017年4月に	UK Wired	に語った。「今日や明日、宇宙デブリ
により衛星が損傷や破壊される恐れがあるだけでなく、	
我々の世代の行動が、宇宙で働き生活するという将来の世代
の夢や野心に影響を与えるかもしれない」と。

出典：2019 年 1 月欧州宇宙機関
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のデータを要求することができる」と、マッキソック
氏（McKissock）は	The Watch	誌に語った。

USSTRATCOM	の	SSA	共有プログラムは、衛星	
の寿命が尽きるまで、衝突警告に関する情報を提供	
する。連合宇宙運用センター（Combined Space 
Operations Center）は、打ち上げ前の情報を外国商業者
に提供して、宇宙物体と初期軌道に入ろうとして	
いる打ち上げ機やペイロードとの衝突が防ぐことができ	
る。このプログラムはまた、衛星再突入評価を実施す
るものであり、2013	年	2	月に幅	45	メートルの小惑星
2012DA14	が地球とその静止衛星の間を通過したとき
のように、小惑星の危険を追跡するのに役立つ。

SSN	には、地球の上	628	キロメートルを周回
する宇宙配備宇宙監視衛星（Space Based Space 
Surveillance satellite）や、オーストラリア、カナ
ダ、ノルウェー、イギリス/英国が運用するセンサー
のほか、米国国防省高等研究計画局（U.S. Defense 
Advanced Research Projects Agency）が開発した宇宙
監視望遠鏡（SST）などが含まれている。最大高度
が	35,400	キロの静止軌道でも微光天体を探知できる
SST	は、南半球での打ち上げの探知と追跡を強化す
るため、ニューメキシコからオーストラリアに移動中
だ。また、米国は	C-	バンドレーダーをアップグレー
ドし、最近、カリブ海のアンティグア空軍基地から西
オーストラリア州エクスマスのハロルド・E・ホルト
海軍通信基地に移した。このレーダーは	2019	年に	
運用可能となる予定だった。

SSN	には、低地球軌道にある人工衛星や宇宙デブリ	
を追跡するために設計された、第	2	世代の宇宙監視シ
ステムであるスペースフェンスレーダーも含まれており、
完成間近である。初期の大型	S-	バンドレーダーと諸施
設は、マーシャル諸島のクェゼリン環礁に建設中で、

さらに西オーストラリアにレーダーサイトを別に建設
するというオプションとともに、2019 年に稼働する	
予定であった。このように強化された能力により、	
潜在的な宇宙デブリの衝突を迅速に警告し、より多数
の、おそらく直径	4cm	までのものを含めて200,000	個も
の物体を、追跡しカタログ化することができる。
また、国際宇宙コミュニティは、1993	年に国際	

宇宙デブリ監視委員会（IADC）を設立し、人為的およ
び自然の宇宙デブリ問題に関連する世界的な活動を	
調整する国際的政府フォーラムとしての役割を果たした。
IADC	のメンバーには、宇宙デブリの有識者や、カナダ
宇宙庁（Canadian Space Agency）、中国国家航天局	
	（China National Space Administration）、欧州宇宙機関	
	（European Space Agency）、インド宇宙機関（Indian 
Space Agency）、日本宇宙航空研究開発機構（Japan 
Aerospace Exploration Agency）、韓国航空宇宙研究院	
	（Korea Aerospace Research Institute）、NASA	など	
13	の宇宙機関からの専門家が含まれている。	
USSTRATCOM	は、IADC	の活動や、宇宙デブリ	
対策のために、国際連合宇宙局およびその国際連	
合宇宙空間平和利用委員会が組織した活動の支援も	
行っている。 
各国が宇宙塵管理に対する貢献を強化してきてい

る。例えば、2019	年までに、日本は自衛隊に宇宙	
監視部門を新設する。The Japan Times	誌によると、	
	「まず、自衛隊の任務は、地球軌道を浮遊している危険な
デブリの監視と、衛星を宇宙デブリとの衝突から守る	
ことだ」とし、「日本はこの新部門で得た情報を米軍
と共有して、宇宙協力を強化することになるであろう」
と同誌は述べている。o
The Watch はアメリカ北方軍の出版物である。

新技術をテスト	
するため、国際宇宙
ステーションから
デブリ除去衛星が
展開された。

AIRBUS
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テロリズム、反政府活動、情報
戦争に関する文献によれば、
政治目的のために暴力を行使
するテロリストや反政府グル

ープは通常、民衆の支持、正当性、イデオ
ロギー、地元の不満に基づいて行動する。
これは、アルカイダやイラクとシリアの

イスラム国（イスラム国：ISIS）などの	
ように、ムスリムの不満を煽ることによって
暴力を正当化するテロリスト集団に言える
ことである。これら集団は疎外された人々
に代わって彼らを救い尊厳を守るために	
戦うと主張している。
多くのムスリムは、このようなムスリム

を代表すると主張する終末的で自己中心的
な集団を否定しているものの、影響を受け
やすい者もいることがわかっている。彼ら
の暴力行為を支持し得る少数派を、特に	
このような集団が確率された地域において
特定し、これら少数派をテロリスト集団と
その活動を否定する「常に中立」の静かなる
多数派と結びつけることにより、この少数

派に対するテロリスト集団の影響を制限	
することが鍵となる。
通常、これにはテロ対策部隊による安全

保障が求められる。なぜなら紛争地域に	
おいて人々の関心は自己防衛であり、高い	
ストレスにさらされているからである。	
ISIS のようなテロ組織の主な目的は、国家
の正当性を奪い、混乱を助長し、標的	
となる人々を短期間で統制し、自分たちの
国家を確立するという長期的な目標を達成
することである。国民に強要、説得、脅迫
することによって自分達の政治的大義を	
支持させることが	ISIS	の戦略である。自ら	
並行する政府を運営し、その存在を公開し、
これを支持しない場合には凄惨な結果で報
いることで国民を恐怖で支配することにより	
ISIS	は成り立っている。

ISIS	は、有名な終末期に関する黙示録的な
イスラム文学において自分たちの行動を組み
立て、自分達のカリフが救世主（マハディ）	
の現れるための場所を与えるという考え	
を掲げている。この目的のために、ISIS	は	
シリアのダビクのような戦略的に取るに足らな
い町を占領したが、彼らは黙示録的な文献に	
おいてこの地を「西洋十字軍」が打ち負かされる
場所として引用している。

ISIS	が	2014	年にイラクとシリアで相次いで
領土を奪取したことで、新たなタイプの	
領土指向テロ組織が誕生した。この組織は
その構造が秘匿化されており、シャリア法
とカリフを基盤とする国家確率という目的
を掲げている。イラクのアルカイダから戦

ISIS:
南アジアと東南アジアでの近況

ナムラタ・ゴスワミ（NAMRATA GOSWAMI）博士

テロリスト集団の	
水面下の活動と標的と
なりやすい地域を	
明らかにする。
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術と、ビデオでの外国人斬首を含む目に見える暴力	
行為に大きく影響を受けており、アブ・ムサブ・アル・
ザルカウィ（Abu Musab al-Zarqawi）によって統率さ
れている。ISIS	はさらにプロパガンダ戦略を展開し、
ビデオやスピーチを数百万人に配信した。
長期的に欧米をターゲットとしていたアルカイダと

は異なり、ISIS	はより身近な敵、すなわちシーア派と
ISIS	のイスラム解釈を支持しない人々をターゲットと
していた。また、アルジャジーラなどのネットワーク
を通じて音声やビデオを放送していたアルカイダとは
異なり、ISIS	はイスラム国家のあるべき姿について、
映画、短編ドキュメンタリー、音声ナレーションを	
独自に制作し、ソーシャルメディアを通じてそれらを
拡散していた。 
また、ISIS	はネットを利用して世界中の、特に西側

のムスリムを「遠方の選ばれし少数」と呼び、巧みに
英国やカナダのムスリムを使って、カリフ国家の生活
が如何に普通であり、繁栄し宗教上の理想郷かを説明
していた。中には、カナダ人の	ISIS	メンバーがカナダ
で普通の生活を送り、良い収入を得て快適な生活を送
っていたところ、自身のノートパソコンにカリフから
真のムスリム全員が果たすべき宗教的義務についての
呼びかけが届いたことを説明している映像がある。
このような映像はカナダ英語またはイギリス英語	

を使い、西側の若くて影響を受けやすいムスリムを	
ターゲットにしている。そして主に	16	歳から	35	歳の	
若者がこれに影響を受けカリフ国家へと赴くことになっ
た。ISIS	の演説は、派閥主義、黙示録的な語り口、	
カリフや統治者への憧れ、そしてプロパガンダをアラビア
語圏以外にも拡散することに対する関心が入り混じっ
たものとなっている。ISIS	の雑誌、ビデオ、音声は複数
の言語で拡散され容易にアクセスすることができる。
また洗練されたデザインによってインターネット

に精通したミレニアル世代に対応させた。重要な点
は、ISIS	を率いる者の多くが、スンニ派が不当に	
扱われてきたイラク出身であり、サダム・フセイン時代の
大佐以上の軍人だということである。つまり軍事訓
練、生存戦術、地域ネットワークなどこれら軍人が	
フセインの独裁政権を維持するなかで得られた経験を
ISIS	が利用できるということである。預言者、ソーシ
ャルメディアでの活動、コーランからの引用、祖先、
民族、軍隊文化などの生活や言葉が融合した酔い狂っ
た信仰が、シリアやイラクになだれ込んだ	ISIS	に短期
間での成功をもたらした。シリア内戦は	ISIS	にとって
好材料以外の何物でもなかった。特にバシャール・	
アサド（Bashar al-Assad）政権が、チュニジア、エジプト、	
リビアのように中東での政権交代に巻き込まれな	
いように躍起になっていたことも好材料となった。
また、アルカイダは各領土で傘下の部隊を確立	

していたが、カリフ国家の構築については何もしてい	
なかった。ISIS	はカリフ国家を確立し、バングラデシュ、
ミャンマー、インド、インドネシアなどを自分達の領
土とする地図を公開し、これらの地域での影響力と
領土拡大を目論んでいる。この目的を達成するため
に、ISIS	は歴史的にイスラムの黄金時代と見なされて
いるコーラサンの概念を活用している。この信仰は	
スナン・アッ＝ティルミズィー（Sunan at-Tirmidhi）の
ハディース（Hadith; ムハンマドの言語録）に基づい	

ており、黒い旗がコーラサンから立ち上がり、イスラム教	
に深く根差した宗教的意義を持つ都市メッカやエ	
ルサレムに広がるというものである。ISIS	は、インド
（Ghazwa-e-Hind）で起こる真の信者と信仰のないもの
との間で終末戦争を想定している。

BBC	は	2019	年	3	月中旬、米国に支援されたシリア
軍が、ISIS	が占拠するシリア最後の地域を奪還したと
発表し、「2014	年に宣言されたカリフ国家が正式に終焉
を迎えた」と伝えた。

しかし、ISIS	がアフガニスタンに進出し、その後	
コーラサン州を経由して南アジアと東南アジアに拡大	
することを目指すのではないかという懸念がある。	
これは、「生き残り、拡大する（remaining and expanding）」
という目標に基づいている。

公言された目標
ISIS	は、バングラデシュ、ミャンマー、インド、	
インドネシアへ物理的に拡大しようとしている。近年、	
世俗的なブロガーや外国人を標的とした	ISIS	の外国人に	
対する暴力的な攻撃が記録されている。ISIS	はバング
ラデシュを「ベンガルのジハード復興」マニフェスト
に挙げ、ミャンマーとインドへのさらなる進出の拠点
としてバングラデシュを利用すると警告している。	
アワミ連盟（AL）の政府による犯罪捜査でジェマ・	
イスラミア（JI）のリーダが標的にされたことで深まる	
バングラデシュ民族主義党との溝など、不寛容制が	
拡大しており、これが分裂と憎悪の悪循環を生み出して
いる。バングラデシュでシャリアの設立することを	
目的とするイスラミ・シハトラ・シビル（Islami Chhtra
Shibir）などの組織は、世俗的なブロガーに対する	
暴力を扇動したとして非難されている。事態をより	
複雑にするのが、バングラデシュの憲法では世俗性を
認められている一方、国教がイスラム教であるという
事実である。 

バングラデシュ
インド亜大陸の	ISIS	とアルカイダは、国内の分断を
利用してバングラデシュへの拡散を目指している。
バングラデシュ政府は自国内での	ISIS	の存在を否定

インドネシア・ジャカルタで開催された反ISIS集会において、	
イスラム教徒の女性が平和の象徴として鳩を放した。横断幕には
「ISIS はイスラム教の声ではありません。ジャーナリスト殺害を
やめなさい」と書かれている。AP 通信社
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し、増加する暴力を地元のテロ組織のせいにしてい
る。バングラデシュの農村地域における国家の地位
の低さが、北部における	ISIS	の基盤を提供しかねな
い。影響を受けやすい地域には、ロヒンギャ難民	
キャンプや、違法な小型武器の製造拠点であり流通	
ルートとして悪名高いコックスバザール（Cox's Bazar）
があり。これら地域はミャンマー、ラオス、タイの	
国境が交わるゴールデントライアングルの近くに	
位置する。

2016	年に米国とバングラデシュは、両国が共有	
する	ISIS	やアルカイダにの驚異を特定する共同声明を
採択した。またバングラデシュは、米国のテロ対策	
パートナーシップ基金にも参加している。米国特殊作戦軍
	（USSOCOM）とバングラデシュはこの枠組において	
行動し情報を共有することができる。特に重要なのは、	
ISIS	が	Viber、WeChat、WhatsApp	などのアプリを使	
ってイデオロギーを共有し、ボランティアを募集	
していることである。バングラデシュには、これらの
活動を効率的に監視するための熟練した規制制度が	
ない。しかし、国際的なパートナーシップによってこの
能力を強化することができる。

ミャンマー
仏教徒が大部分を占めるミャンマーではロヒンギャに	
対する暴力行為が増加している。ロヒンギャのムスリム	
は、何世代にもわたってミャンマーに住んでいるに	
もかかわらず市民権を与えてもらえず、そのほとんど
が近年の暴動から逃れて隣国のバングラデシュに避難

している。新しい民主主義体制の下で、国民民主連盟	
	（NLD）は、政府に代表を送り込むことができず、	
ロヒンギャ族は声なき存在となっている。ムスリム	
は民主主義の原則に妥協していると	NLD	を非難し、
アシンウィラトゥ（Asin	Wirathu）のような仏教僧	
は反ムスリム感情をかき集めている。ISIS	とアルカイダ
はともにロヒンギャ危機に注目し、彼らのために戦う
ことを約束した。ロヒンギャ族のムスリムには、	
民族のために戦うと主張する、ハラカ・アル・ヤキン	
	（HaY）やロヒンギャ連帯機構（RSO）などの武装勢
力がいる。しかし	HaY	はタッマドゥ（Tatmadaw）	
やミャンマー国教警察を攻撃し、大規模人権侵害	
で非難されることになる反乱鎮圧作戦を引き起	
こした。
こういったことから、ロヒンギャのムスリム

が	ISISのプロパガンダや徴兵に応じル可能性が懸念
されている。しかし、アラカン・ロヒンギャ連合の
ワカル・ウディン（Wakar Uddin）事務局長はこの
懸念に異を唱える。ウディン氏はロヒンギャの危機
を	ISIS	と結びつけるのは、現在進行中の人道危機か
ら国際社会の目を意図的にそらすための試みだと考え
る。また、ロヒンギャ族のムスリムは穏健なスンニ派
に属し、スーフィズム（イスラム神秘主義）を実践し
ている。純粋に過激な	ISIS	のイスラム教義はロヒン
ギャ族にとって魅力がない。さらに、ISIS	がミャンマ
ーでの拡大を目指している地域には、ワ族やカチン族
のような強力な民族の武装ゲリラが存在し、ISIS	にと
って脅威である。

2018 年にインドネシアの対テロ特殊部隊	88 に護衛されながら、ジャカルタで行われた裁判へ向か
う、過激派の聖職者で	ISIS のリクルータ、アマン・アブドゥルラフマン（Aman Abdurrahman）。	
彼は2018 年	6 月、この国で死者を出す	5 件の襲撃を扇動したとして死刑判決を受けた。AP 通信社 
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インド
ISIS	はパキスタンとアフガニスタンを経由してインド
の領土を占領しようとしている。まずパキスタンと	
アフガニスタン両国に基地を設置し、その後インドに対
する消耗戦戦略を展開するつもりだ。インドのムジャ
ヒディン（Mujahideen）、アンサル・ウッタウヒー	
ド・フィ・ビラード・アルヒンド（Ansar ut-Tawhid fi Bilad
al-Hind）、ジュヌード・アル・カリファ・エヒンド	
	（Junud al Khalifa-e-Hind）などのテロ組織と協力関係
を望んでいる。ISIS	は、2002	年のグジャラートの	
暴動、カシミールの問題、ヒンドゥー教徒が大多数を
占める地域におけるムスリムの扱いを、インドへの	
拡大の大義として掲げている。ISIS	は、ヒンズー教徒	
	（非ムスリム）と平和に共存するインドのムスリムを	
あざけり、彼らにテロ行為の実行を扇動している。	
2016年	5	月に公開された映像で、ISIS	はアッサム、	
カシミール、グジャラートでムスリムのために戦うこ
とを宣誓した。ISIS	の過激な戦術に抗うインドのムスリム
聖職者をあざけり、異教徒とよんだ。2017	年	3	月には、
ISIS	によるインドでの最初のテロ攻撃が行われ、列車
に爆弾が仕掛けられた。これにより	10	名の乗客が怪我
をした。インドでは以下の	4	つの要因によって	ISIS	の
魅力が制限される。代議制政治構造、いくつもの文化
が融合し社会的な調和を生み出す多様性のある社会組
織、ISIS	に対して影響力のあるインドのムスリム教ウ
ラマー（学者）によって発行される法令、そしてテロ
を抑制するテロ対策機関や特殊部隊のネットワーク	
である。インドの	2	つの弱点は、国家の影が薄い地域と、

ヒンズー教の民族主義の潮流が高まっている地域	
である。

インドネシア
インドネシアでは、ISIS	との戦いを穏健派と過激派	
イスラムとの対立というようにイデオロギーの観点か
ら見ており、穏健派のスンニ派イスラム教徒によっ	
て	ISIS	にふさわしい対抗手段が講じられている。しかし、
ISIS	はインドネシアでの存在を広めようとしている。
インドネシアの	ISIS	リーダであるバフルムシャ・	
メノー・ウスマン（Bachrumsyah Mennor Usman）、	
バールン・ナイム（Bahrun Naim）、ギギー・デワ	
	（Gigih Dewa）などがイラクやシリアから活動していた。
バフルムシャは、アブ・バクル・アル・バグダディ	
	（Abu Bakr al-Baghdadi）によってカティバ・ヌサンタラ	
	（Katisah Nusantara）と呼ばれる	ISIS	東南アジア大隊の
リーダーとして任命された人物だ。しかし、ジェマ・	
イスラミアを含むインドネシアの主要なテロ組織は	
ISIS	をライバルと見なしている。さらに、ナフダトゥル・
ウラマー（Nahdlatul Ulama）やインドネシア	
宗教学者評議会の同胞フォーラムといったインドネシア	
の市民社会組織は、ISIS	のイデオロギーを否定し、	
多元主義、寛容、社会経済開発に基づくイスラム教を
説いている。インドネシアの政治制度は民主的な	
価値観に基づいており、ムスリムの代表も多い。	
アブドゥルラフマン・ワヒド（Abdurrahman Wahid）
元インドネシア大統領のように、平和共存のパンカシラ
原則の一部として国の多様性を受け入れる上で重要な
役割を果たした者もいる。

左。2016年12月後半、バングラデシュのダッカで過激派の容疑者が潜伏している建物を封鎖し、警戒するバングラデシュ警察。	
右。 ISISに触発されて2018年に起きたインドネシアのスラバヤの教会に対する攻撃の後、残骸の前を歩く特殊部隊88。

AP 通信
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また「特殊部隊	88」のような特殊な対テロ部隊は、	
ISIS	の構想を阻止することに成功している。同部隊
は、米国とオーストラリアからの研修と情報共有の	
支援を受けている。ISIS	は、サイバー戦線において最
も高度な宣伝を行う敵であるため、情報技術分野に	
おいて	ISIS	のこういったメッセージによる宣伝活動に
対抗することが重要となってくる。戦地での敗北、特
に宣言したカリフでの敗北により、ISIS	は、何千人も
の外国人新兵を惹きつけた無敵の力を失いつつある。
このことは中東地域における米国のパートナーによって、
地域の言語を使ってオンラインで目標とする人々	
に届けられるべきである。おそらく、誰が筋金入りの
ISIS	戦闘員で、誰が頼りない愛国者であるかを知る	
ことは、前者に対する直接の作戦行動を明確に決定する
上で重要となる。

ISIS	に同調するもののアカウントにハッキング	
すれば、効果的に情報を収集することができる。また、
ISIS	における女性の役割は、ほとんどがイスラム	
内での男女の役割に基づいて描かれ、個人的感情に	
影響されており、極めて誇張されている。多くの場合、
女性が	ISIS	に加入する場合、その理由は男性と同じで
ある。すなわち、イデオロギー的教義に同意し、	
アイデンティティを共有し、仲間のイスラム教徒に対	
する認識上の又は真の差別に対する反応からである。

推奨される対抗戦略
ISIS	は情報技術を駆使して、今ではアルカイダのよう
に国境をまたいでいる。ISIS	を根絶するには、5	本立
ての戦略が必要となってくる。まず第一に地上での	
軍事努力によって彼らの基地を根絶することにより、	
地域の拒絶作戦を活性化する。ISIS	の魅力の核となるの	
は、領土とカリフ制である。これらが否定されること
により、ISIS	の魅力が大きく損なわれる。この地域の

拒絶作戦には、軍事的対応と同時に市民の統治が必要
であり、イスラム教徒のスンニ派とシーア派の双方が
充分に代表されていると思える状態を確立しなければ
ならない。ISIS	がここ数ヶ月で、国連軍に領土を奪還
されたことに鑑みるとこの部分は特に重要である。
弱体化したテロ組織は、身を潜め、民間に紛れ込

み、そして再編成する傾向にある。したがって、米国
特殊作戦軍（USSOCOM）と提携する国家が統治に
おいて相互に支援し提携関係を強化することが不可欠
である。
第二に、コーランに基づいて	ISIS	のイスラム教の	

解釈を公に問いかけることが重要となる。インドネシア、	
インドのイスラム教の長老は効果的にこの戦略を	
展開し、特に	ISIS	のソーシャルメディア戦略に対抗す
る上で大きく社会的影響を与えた。これにより、米国
特殊作戦軍との二国間または多国間でのフォーラムを
通じて協力関係の一環として、「メッセンジャーへの	
対抗」戦略の一部を形成することができる。
第三に、ISIS	の内部事情を公にすることで、ISIS	の

劣悪な統治状況を暴露することである。「楽園」と呼ば
れるものがどういうものかを、そのまま公開すること
が重要となる。これについては、ISIS	からの逃亡者が
重要となってくる。彼らの声は、米国特殊作戦軍が	
実施する運動よりも信頼性が高いからである。
第四に、ISIS	に対するテロ対策を一元化すること	

である。ISIS	との戦いが長期化したのは、ISIS	と戦う
ものの間で様々な目的や派閥関係が原因となっている。	
例えば、トルコ軍とクルド人勢力とは足並みが揃わず、	
ロシア軍は	ISIS	と戦うシリア反政府軍を攻撃した。	
また、反政府軍の中では多くの対立と情報の錯綜	
があった。非常に複雑な戦場であり、将来のテロ対策
にはより大きな努力が必要となる。特に今後	ISIS	に	
活動拠点として狙われている国々との共同訓練、	
情報評価、戦略計画などのテロ対策で協力することは、
今後ISIS	によるテロリスト網再構築を防ぐために有効な
取り組みとなる。
米国特殊作戦軍（USSOCOM）の目標は、国境を

越えてテロを拡散させようとする	ISIS	の試みを分析
し、首尾よく対応することである。テロ対策や反乱鎮
圧作戦の分野では、ISIS	がイラクやシリアなどの統治
領域以外でどのようにネットワークを構築しているか
を理解することによって、そうしたネットワークを	
破壊するだけではなく、米国内における	ISIS	の同様の	
活動を認知させる上でも有効である。ISIS	は西側諸国で	
も同じ戦略を展開しており、インドと同じように西側
市民をカリフ統治の下に集わせ、その名の下に自国で
の攻撃を目論んでいる。ISIS	がイラクとシリアの領土
を失うほど、このようなの非国家戦略に素早く移行	
する可能性が高くなる。遅かれ早かれ変貌を遂げる	ISIS
に備えることが必須となる。o

FORUM この記事は、『ISIS 2.0:South and Southeast Asia Opportunities and Vulnerabilities』、 
ナマラタ・ゴスワミ（Namrata Goswami）氏著、ロバート・A・ノートン（Robert A. 
Norton）、グレッグ・S・ウィーバ（Greg S. Weaver）共著、からの引用であり、2018 年
にJSOU（Joint Special Operation University）に掲載された Report 18-6 を、FORUM 掲載用
に編集したものである。ソースはここからアクセス出来ます。https://jsou.libguides.com/
jsoupublications

ロイター
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様、おはようございます。そして
ASEAN-ICRC（東南アジア諸国連合-	

赤十字国際委員会）ASEAN 地域での人道支援と	
その課題に関するプラットフォームへお越しいた	
だきありがとうございます。この催しは、赤十字
国際委員会の貢献と、同委員会が地域のため	
に果たしている独自の役割を東南アジア諸国連
合が認識する機会です。赤十字国際委員会	
	（以下、ICRC）は、ASEAN 地域における自然災害
や人災による人的被害を軽減する重要な役割を
担ってきました。ICRC と協力してこのイベント
を開催し、これまでの支援を記念し、地域の実
務者、政策立案者、シンクタンクの間で生産的
な対話を行うためのプラットフォームを提供す
る第1回を立ち上げることができ光栄です。
このイベントのテーマである「ASEAN における

課題と人道支援」に沿って、ASEAN が地域	
の災害に効果的に対応するためにどのような準
備をしていくべきかについてふり返り、建設的
な議論を行ういい機会です。

ASEAN は近年、人道主義に対する変化に直面	
しています。第1に、ASEAN 地域は世界で	
最も災害の発生しやすい地域の一つであり、	
極端な気候現象の頻度と強度が増加すると予測	
されています。2017 年の 118 件と比較して、	
2018年だけで 424 件の災害が ASEAN で報告されま
した。このうち ASEAN は 23 件の災害に対応し

ましたが、ASEAN 防災人道支援調整センター	
	（AHA センター）設立以来 ASEAN が対応した	
災害で最も頻度が高いものとなっています。	
さらに、ASEAN の人口構成の変化に伴い、経済的	
損失と死者の数は比例的に増加すると予想され
ます。津波や台風などの自然災害、ダム決壊や
廃棄物投棄場火災などの二次災害、緩慢型の干

災害が発生しやすい地域で
重要な役割を果たす赤十字

目の中で
ダト・リム・ジョック・ホイ（DATO LIM JOCK HOI）

ブルネイから、ブリュッセルでの会議に到着した東南アジア
諸国連合のダト・イム・ジョック・ホイ事務総長
AFP/GETTY 画像

皆

台風の
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2017 年	8 月に紛争地	
域から避難してきた	
年配の女性をラカイン州	
のシットウェ市	
の桟橋にで抱えて運	
ぶミャンマーの	
赤十字メンバー
AFP/GETTY画像

ASEAN は、被災した加盟国に対して、第一に	
して最大の支援を行う用意がなければなりませ	
ん。我々は迅速な支援が困難な遠方の	

パートナーに支援を求める前に、我々自身が最も近い	
隣人として互いに助け合わなければなりません。

「
」
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ばつや洪水などの気候変動
の影響による大規模な避難
民の増加という課題に直面
しています。今後も、自然
災害による災害への対応と
人道支援は、ASEAN の基本
的課題の一つです。
第二に、2018 年、ASEAN  

首脳は ASEAN 事務局の	
支援を得て AHA センターに	

対し、ミャンマー（ビルマ）のラカイン州に	
おける人道危機への対応を指示し、人道支援に
おける ASEAN の活動範囲を拡大しました。これ	
に伴い、ASEAN 緊急対応評価チームが派遣	
され、ASEAN がミャンマー政府（ビルマ）	
を支援するエリアを特定し、帰還プロセスを	
促進しました。
このような近況から、特に紛争や安全保障

問題が関わってくる場合に、被災した加盟国の
ニーズに機敏に応えるべく、ASEAN が人道支
援の対応戦略を早急に洗練させることの重要性
が伺えます。

ASEAN は、被災した加盟国に対して、第一に
して最大の支援を行う用意がなければなりませ
ん。我々は迅速な支援が困難な遠方のパートナ

ーに支援を求める前に、我々自身が最も近い	
隣人として互いに助け合わなければなりません。
人々を中心にすることを ASEAN の優先事項と	
して維持し、健康、安全と安全保障、健全な社会
と経済を含む ASEAN 諸国の人々のニーズが、	
最重要な関心事となり続けなければなりません。
地域によって被災状況が変わることを念頭

に、あらゆる人道支援について同様に、現地の	
状況を考慮して、個々のニーズに合わせ、被災国の
希望を尊重しつつ調整を図らないとなりません。
このようなハードルに関わらず、皆様には	

これら課題について前向きであることを望みます。
ASEAN はすでに災害に対応するための制度的	
枠組みを整えています。例えば、災害管理	
に関する ASEAN 閣僚会議（ASEAN Ministerial 
Meeting on Disaster Management）、そして何人
かの代表がここに参加されていますが ASEAN
災害管理委員会、ASEAN 防災・緊急対応協
定（AADMER: ASEAN Agreement on Disaster 
Management and Emergency Response）、防災に
関する ASEAN ビジョン 2025（ASEAN Vision 
on Disaster Management 2025）、勿論、「一つの
ASEAN、一つの対応」機構です。ASEAN は、
人道支援の分野横断的な性質を認識しており、

2019 年	4 月、東南	
アジア諸国連合	
	（ASEAN）・国際赤十字
委員会、課題と人道支
援に関する	
プラットフォーム	
の参加者と共に、	
ポーズをとる	ASEAN 
のダト・イム・ジョック・	
ホイ事務総長
ASEAN 
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効果的な災害対策戦略は、特に戦略レベルで、
他の分野との協力が必要となってきます。
これには調整、監視、方針の策定の他、	

新たな問題である精神衛生の問題に対する対処も
関わってきます。このため ASEAN には、横断	
的な調整のための機構も設けられています。	
例えば、人道支援に関する合同特別委員会や、	
災害救援と民軍調整に関する技術作業部会です。	
これらに加えて、ASEAN の調整機関であり
AADMER の原動力でもある AHA センターは、
この地域におけるいかなる大規模災害にも対応
できる態勢を整えています。
これらの現存する機構は、地域の災害に対

する ASEAN の協調的かつ包括的な対応の基礎
となっています。現実的かつ柔軟な枠組みの	
必要性を認識し、ASEAN は既存の機構を最大限
に活用することに一層注力すべきです。

しかし、早期警戒、準備、対応、復旧の	
いずれの段階であっても、政府だけでは災害管理
と人道支援のサイクルに対応しきれません。私
は、政策立案者、業界関係者、学者、市民社会
などの主要な利害関係者が関与する強力な調整
機構に向けて「ASEAN Way」を発展させるひ	
つようがあると考えています。NGO（非政府	
組織）の共同体である AADMER パートナーシップ
・グループは、AAMDER 作業計画の実施を支援
するために資源と知識を動員することができ	
たいい例です。
しかし、ASEAN は我々の戦略に満足すること

なく、ICRC のような国際機関を含む地域の他の
組織との協力関係を継続的に発展させなければな
りません。ASEAN にとって赤十字・赤新月社は
唯一無二のパートナーであり、他の NGO や	
場合によっては国連もアクセスができない被災	
地域にもアクセスができるように戦略的に拠点を

構えています。2017 年、ASEAN はフィリピンを
議長国とし、赤十字社、赤新月社との取り組みに
関する声明を発表し、災害時の最初の対応者とし
ての活動と貢献、地元の当局や地域との緊密な連
携を認めました。2018 年の終わり、私は国連総
会の傍らで、ICRC の会長ピーター・マウラー	
	（Peter Maurer）氏と会い、ASEAN との関係拡大
について ICRC の意向を再確認しました。我々
は，ICRC の ASEAN 地域に対する継続的な	
パートナーシップ、協力及び貢献を評価しています。

ASEAN 人道支援調整役として、ASEAN の視
点の共有と、災害時の ASEAN の対応全般に対す
る認識の高まりを見て、嬉しく思います。またこ
れに伴い、地域および地域の対応について変わり
つつある国際的な対応の規範も確認しました。こ
れにより、地域の組織は現在、国家災害管理機関
の教育、意識向上、能力向上に注力しています。

また、パートナーの皆様からのプレゼンテ
ーションも楽しみにしており、これによって
ASEAN の対応機構がさらに強化されることを	
期待しています。
開会の挨拶を終える前に、この ASEAN-

ICRC プラットフォームの実現に向けたイニシ
アチブについて、ASEAN 社会文化共同体の	
クン・ポアック（Kung Phoak）副事務局長と、
インドネシアと東ティモールの ICRC のトップ	
であるアレクサンダ・ファイテ（Alexandre 
Faite）氏に感謝の意を述べたいと思いま
す。ASEAN と ICRC のこれまでの協力を賞賛	
するとともに今後のさらなる連携を期待していま
す。本日の対話セッションでは、ご列席の皆様
が建設的で有意義な議論をしていただけること
を望んでおります。o

東南アジア諸国連合のダト・イム・ジョック・ホイ事務総長による2019年4月の
演説を、FORUMのフォーマットに合うように編集しています。

ASEAN にとって赤十字・赤新月社は唯一無
二のパートナーであり、他の	NGO や場合に
よっては国連もアクセスができない被災地
域にもアクセスができるように戦略的に拠

点を構えています。

「 」
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米国当局は、中国企業による合成オピオイドの原料となる 
物質の製造と販売を阻止する対策を強化している。これら合成
オピオイドは最終的に米国に流入してくる。
米国の金融犯罪捜査ネットワークは、「麻薬の密売を行っ

ている重要な外国人」として 3 人の中国人、鄭福景（Fujing 
Zheng）、その父親である鄭広華（Guanghua Zheng）、および顏
曉兵（Xiaobing Yan）を特定し、彼らを麻薬犯罪の中心的存在
として指定した。この 3 人は「致死性の麻薬を製造・ 
販売する国際的な麻薬密輸業に関与し、米国におけるオピオイド
中毒や乱用および過剰摂取による死亡件数増加の直接的な 
要因となっている」と、米国財務省は発表している。

財務省によると、鄭福景（Fujing 

Zheng）と顏曉兵（Xiaobing Yan）は
これまで数百パッケージもの合成オ
ピオイドを米国に出荷している。彼
らは「オンライン広告・販売によっ
て顧客を獲得し、民間の郵送業者を
利用して送付を行っている」。
米財務省の外国資産管理局は、

彼ら 3 人がデジタル通貨のビットコ
インを利用していると報告した。 
同局は、彼らと関連するビットコイン
アドレスを同定し、「その金銭取引を
最大限に阻止する」としている。

2018 年、米国検事局は、 
郑福景（Fujing Zheng）と顏曉兵 
 （Xiaobing Yan）について、共謀 
して違法薬物を製造し、製造した薬
物を少なくとも米国の 37 州とその

他 25 か国へ出荷したことについて、43 件分の訴状を公表し
た。顏曉兵は 2017 年にも同様の容疑で起訴されている。ニュー
ヨークタイムズの記事では、容疑者らがいまだに逃亡中であると
告げている。

2019 年 4 月、中国はあらゆる種類のフェンタニルをすべて 
禁止すると発表したが、その製造に使われる化学物質については
使用禁止にしなかった。そのため、中国の製造組織はそれらの
化学物質を自由に製造し、メキシコなどの他国に輸送し、そこ
で麻薬を製造する事ができる。（写真：メキシコから米国に渡っ
て来たトラックから押収されたフェンタニルと 
メタンフェタミン）
フェンタニルは比較的簡単に合成できる安価なオピオイド 

鎮痛剤である。ヘロインよりも効力が 50 倍も強力で、米国の
オピオイド危機の主要因となっている。FORUMスタッフ

世界の展望IPDF

2
019 年 5 月、コスタリカは、銃規制を強化する法律が施行され
たことによる殺人の減少と不法武器の押収の増加を発表した。
「今日まで国内で 201 件の殺人がありました。多いと思わ

れるかもしれませんが、昨年と比較すると、47 件も減少してい
ます」と、マイケル・ソト安全保障大臣は、2019 年5 月 23 日、首都
サンノゼで行われた式典で述べた。「これは大きな進歩です」と彼は
述べ、殺人の 67％ は銃器によるものである事を付け加えた。
保安庁は発表時までに 863 丁の銃を押収した。これは前年の同じ

時期より 34 丁多い。「これらの武器は人命を奪ったり、財産を強奪
する為の犯罪に利用され得るものです」とソト氏は述べた。
警察によると、中米では 2012 年から 2017 年の間に殺人率が 

急上昇し、住民 100,000 人あたり 12.1 人にまで達したという。 
国連薬物犯罪事務所によると、殺人率は 2018 年にはわずかに減少し 
 11.7 となったが、それでも 2015 年の世界平均である 5.3 と比べる
と 2 倍以上である。
しかし、2018 年の米州開発銀行の調査によると、世界で最も治

安が悪いとされるラテンアメリカ・カリブ海地域の 2017 年の平均で
ある22に比べると、かなり低い水準であるという。
該式典において、ソト氏は、銃の不法購入や、銃器の盗難や紛失

を通報するのを怠った個人や企業に対する罰則を強化するための新

たな銃規制法が施行されたことを明らかにした。
「銃規制に関連した努力、またその教育を行うためのあらゆる 

尽力は、我々の社会にとっての勝利である」と、カルロス・アルバラ 
ード大統領は述べた。フランス通信社

殺人の減少と銃器押収の増加

米国

コスタリカ

{1/} IPD FORUMFORUM

AFP/GETTY 画像

中国麻薬密売人に対する

取り締まり

ロ
イ
タ
ー
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任務を完了した途端、跡形もな
く消えてしまう小さな飛行機	
やドローンを想像してみてほし
い。その活動の痕跡は消し去

られ、本体が敵の手に渡る可能性もない。
あるいは、環境や医療データを収集して
送信した後、まったく痕跡を残さずに分
解されて無くなる秘密のセンサーを想像
してみてほしい。
ジョージア工科大学は、こういった	

痕跡をまったく残さない奇襲攻撃を実現す
るための研究を行っていて、この研究には
米国防省高等研究計画局（DARPA）か
ら資金が提供されている。 
サイエンティフィック・アメリカン

誌は、技術者チームによって開発され
た新たなプラスティックについて報じ
た。このプラスティックは、柔軟な	
シートや頑丈な機械部品に成形でき、
その後紫外線や	80℃	以上の温度に曝され
ると数分から数時間以内に蒸発する。 

DARPA	はすでに、この新種のプラ
スチックを使ったパラシュートとグラ
イダーのテストに成功している。ジョ
ージア工科大学の教授でありエンジニ
アリングチームのメンバーであるポー
ル・コール（Paul Kohl）博士は、カリ
フォルニア州サンディエゴで開催され
た	2019	年	8	月の会議で、サイエンティ

フィック・アメリカン誌に、「この技術
は、痕跡を即座に消し去りたいような
用途に適している」と述べた。 
多くの研究者チームが、リサイクル

やその他の目的で分解性プラスチックに
ついての研究を続けているが、今までに
開発された自己分解材料は室温で崩壊し
てしまうケースがしばしば見られた。	
しかしコール氏は、例年のアメリカ化学会
において、この新しい材料が、太陽にさ
らされなければ最大20年間は安定である
と説明している。彼のチームは、分解が
コマンドによって本質的に引き起される
ような方法を開発した。

DARPA	は、ICARUS（Inbound, 
Controlled, Air-Releasable, Uncoverable 
Systems）と一般的に呼ばれる航空輸	
送用消失材料を開発するためのプログラム
への資金提供を開始し、ジョージア	
工科大学の研究を支援している（ギリ
シャ神話では、蝋で作られたイカロ	
スの翼は、太陽に近付き過ぎた瞬間に
溶け出してしまった）。NBC.com	を	
通じ、DARPA	は、このプログラムは	
	「イカロスの死を招いた物質的な過渡状態
を模倣してはいるものの、むしろその
能力を活用することにより希望のある
エンディングにつなげようとするもの
だ」と報告した。

軍事廃棄物の再利用
DARPA	は、戦闘材料のリサイクルに	
革命をもたらすような別の研究にも投資
している。DARPA	の新しいプログラム	
である	ReSource	プログラムは、配備時
に発生する軍事廃棄物を、重要な在庫品、
たとえば兵器や機械用の化学潤滑剤、
あるいは食料や水にさえも変換する事
によって、米軍の定評あるサプライチ
ェーン管理能力をさらに高めようとす
るものだ。この携帯型の自給システム
は、エネルギー密度の高い廃棄物をオ
ンサイトで、またオンデマンドで	
再資源化することで、人道支援や	

災害救援活動を支援するとともに、	
特殊作戦部隊が行う遠征作戦も支援	
する。

DARPA	のプログラムマネジャーで
あるブレイク・ベクスタイン（Blake 
Bextine）氏は、「生存のための基礎的な
備えさえも確約できないような厳しい
遠隔環境では、『使い捨て』という概念
は存在しない」と述べた。

DARPA	は、このシステムが機械
的、生物学的、化学触媒的アプローチ
を融合させ、生体分子と微生物の組み
合わせによって部分的に燃料化できる
可能性についても言及している。例えば
兵士たちは、食事を包みから取り出	
した後、本来ならば捨てられるだけの
包装材料をシステムの中に投入し、	
その場のニーズに応じて、必要な再生製
品を選択的に得ることができる。 
「我々は、現場でのあらゆる資源	

を活用することで、部隊の作業時間や
作業可能性を拡大したり、また危険に
さらされている人々がより安定した	
環境で過ごせるように出来ると考えて
いる」とベクスタイン氏は述べている。	
	「この技術によって、私たちは、不毛
の場所においてさえ、廃棄物を探し出
し、それらを分解する事で緊急食料や
その他の重要な生活必需品に変換でき
るようになる。」

ReSource	プログラムは、廃棄物管
理を、単なる廃棄物の焼却、埋立て、
輸送から、使用済み資材の戦略的資
源へのオンサイトでの転換へとシフト
させ、さらに環境維持コミュニティ
にも関与していく可能性を有してい
る。FORUM スタッフ

分解性プラスチックが可能にする

軍事
作戦およびサプライチェーン

革命

国防高等研究計画局から資金提供を受けた	
研究者らは、極秘作戦を実行した後、消滅して
しまうプラスチックを開発した。このプラス
チックは、グライダーの翼材（左）、小型	
パラシュートのような輸送機に成形することが
できる。アメリカ化学会

IPDF 技術革新

分解前 分解後 分解前 分解後
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健康と医学IPDF

軍の健康関係の専門家によると、暑い夏の日に喉の	
渇きを癒すという目的においては、一部の飲料はむ
しろ害になる場合があるという。ベストパフォーマ
ンスで活動を行うために、兵士たちは安全に水分補

給を行う方法を知っておくべきである。
米陸軍保健システムのウェブサイト	health.mil	によると、米

国陸軍大尉であり栄養士のエリカ・ジャーマー（Erica Jarmer）
氏は、「陸軍全体で熱傷害は上昇しており、その割合は	25	歳	
未満の兵士で最も高い」と述べている。ジャーマー氏は、病院
スタッフとフォートキャンベル基地の居住者を対象に、兵士と
スポーツ選手の正しい水分補給についての訓練イベントを主催し
た。栄養士と医療機関は、戦術的観点での水分補給など、健康
関連の軍事技術を教える上で重要な役割を担っている。 
ジャーマー氏は、喉が渇いていなくてもこまめに水分補給

をする事が兵士にとって重要だと述べている。通常、水は	
カフェイン含有飲料や砂糖を含む飲料、例えば炭酸飲料、	
エナジードリンク、コーヒー、ビール、アルコール類、	
フルーツジュース、砂糖入りのお茶、レモンレモネードなど、
に比べると遥かに望ましい。こういった飲料は、体内から水を	
排出し、脱水を促進する。 
「多くの兵士は、自分自身のケアについての教育が全く足

りていません。」衛生兵であり、ブランチフィールド陸軍コミュ
ニティ病院のプライマリー・ケア部門を担当する曹長のジェニ
ファー・アルビー（Jennifer Alvey）氏は、「私たちは大きな肉体
的負担を求められるにもかかわらず、ベストパフォーマンスに
必要な教育を常に受けているとは限りません。」と述べる。
「今日の水分補給は明日のためです。また、今日のための

水分補給は前日に行われているべきものです」とジャーマー
氏は述べている。「なるべく出来る事はしています。兵士と	
スポーツ選手が水分補給の必要性についての基礎を理解し、
定期的に十分な水分摂取をしていれば、急を要するような	
水分補給の必要性は減少するでしょう。」 
その必要性は基本的に体重に基づいている。大まかに

は、1	日に体重	450	グラムあたり	30	ミリリットルの液体を消費	
することが必要とされる。これは、凡そ、男性の場合は	1 日あた
り	3	リットル、女性の場合は	1	日あたり	2	リットルに相当する。
このようなベースラインに基づいた水分補給が出来ていれ

ば、環境因子および身体活動の調整も可能になってくる。	
高温で湿度が高く、また高地での身体活動を必要とされるよう
な環境では体内の水分を維持するためにより多くの液体が	
必要である。FORUM スタッフ

ベストパフォーマンスのための

2019 年 4 月、同僚の軍医として働く日本人と 
米国人が、戦場における相互運用性の改善のた
め、銃創治療の手術を共同で行うためのシミュ
レーションを行った。

USNHY（横須賀米海軍病院）の報告による
と、USNHY の外科部門は、日本海上自衛隊横須
賀病院からのスタッフを迎え入れ、ヘルニアの
修復と瘢痕の改修も含めたシミュレーション 
手術を実施した。

「この演習の第一の目的は、共同して一般外
科的手術を行うことで小規模チームコンセプトに
焦点を当てることだった」と米国海軍の USNHY の
外科部門ディレクターである周術期看護師のグレン
・ブラッドフォード（Glenn Bradford）中佐は述べ
る。「この小人数グループでは、チーム間の言語
と術前準備の違いによって、初期段階に問題が起
こったが、それも彼らは解決した。」

このシミュレーション手術は、2 つの医療 
チームの 10 ヵ月間におけるパートナーシップがも
たらした結果であった。

 「我々は、自国と接受国とのさらに高い相互 
運用性を目指す」とブラッドフォード氏は述 
べている。「共同作業における長所と限界を理解 
することは不可欠ですが、さらに重要なことは、 
スムーズな共同作業を維持し、シミュレーション
で発見した問題を克服する方法を探し出す為の
戦略やツールである。」

これまでの合同演習で得た成功は、言語の
壁を乗り越え、各医療チームの独自の視点を取
り入れる献身的な努力の結果である。

ブラッドフォード氏は、「この進化は、両方 
の外科チームのメンバーが緊密に協力でき、 
独自の困難に 1 対 1 で取り組むことを可能にする 
小規模チームコンセプトを中心とした新しく 
より効率的な構造と、その結果としての作業に
おける仲間意識によってもたらされた」と述べ
た。FORUMスタッフ
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最後の写真IPDF

防衛 
新時代

2019 年 5 月 30 日、韓国兵士たちが武術の技を披露した。同日の練習は、高陽で行われた 
乙支太極（ウルチテグク）訓練の最終日に行われた。この 4 日間の演習には、国家の危機や 
災害に対処するための大規模な民間避難訓練や、軍備を進めるための共同軍事・民間訓練が含 
まれていた。

写真：リー・ジンマン | AP 通信社
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無料マガジン購読
インド太平洋防衛フォーラムは、インド太平洋地域の治安問題に関連 

した人々に無料で提供される軍の雑誌です。
以下を明記してください。
• 名前
• 職業
• 役職または階級
• 郵送先住所 
• メールアドレス

www.ipdefenseforum.com/subscribe

ご意見:  IPD FORUM Program Manager 
  HQ USINDOPACOM, Box 64013 
  Camp H.M. Smith, HI 
  96861-4013 USA

無料購読のお申込み先：
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